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 基本目標 １ みんなが参加したくなる「ひと」と「人」が綱がる新しいまちづくり
 施策分野 １ʷ① 人づくり・地域づくり 【総計３４ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

１．地域活動の活性化

自治会等交付金 612,501 有

伝統文化活動支援補助金 0 有

自治会等交付金 612,501 有

伝統文化活動支援補助金 0 有

自治会等交付金 612,501 有

伝統文化活動支援補助金 0 有

自治会等交付金 612,501 有

伝統文化活動支援補助金 0 有

２．自治会への加入促進

自治会等交付金 612,501 有

伝統文化活動支援補助金 0 有

与那原町自治会集会所等等修繕補助金 1,099,000 有

３．自治会拠点施設の整備

一般コミュニティ助成事業 1,692,680 有

行政区掲示板設置工事 0 無

自治会集会所等修繕補助金 1,099,000 有

４．国内交流・国際交流の促進

与那原町海外友好親善大使人材育成事業 0 無

（１）
地域活動に対する意識を高め、交流と親睦を深めながら誰もが

安心して暮らせるまちづくりに努めます。
B

総務課

・令和３年度は、地域活動の活性化について目標を達成す

るために交付金をどう活用していくべきか、区⾧・自治会

⾧と共に検討しながら実施する。

総務課

（２）
地域と行政のあり方について、各区自治会との勉強会、意見交

換会を行います。

・板良敷区・新島区・浜田区の３区を除く全ての区・自治

会において自治会等交付金が活用された。

・令和２年度は、新型コロナウイルス感染を防ぐため伝統

文化活動が各区にて実施はできなかったが、自治会交付金

は、交付対象事業の変更を行い地域活動の推進に務めた。

・令和３年度は、地域活動の活性化について目標を達成す

るために交付金をどう活用していくべきか、区⾧・自治会

⾧と共に検討しながら実施する。

・板良敷区・新島区・浜田区の３区を除く全ての区・自治

会において自治会等交付金が活用された。

・令和２年度は、新型コロナウイルス感染を防ぐため伝統

文化活動が各区にて実施はできなかったが、自治会交付金

は、交付対象事業の変更を行い地域活動の推進に務めた。

B

・板良敷区・新島区・浜田区の３区を除く全ての区・自治

会において自治会等交付金が活用された。

・令和２年度は、新型コロナウイルス感染を防ぐため伝統

文化活動が各区にて実施はできなかったが、自治会交付金

は、交付対象事業の変更を行い地域活動の推進に務めた。

・令和３年度は、地域活動の活性化について目標を達成す

るために交付金をどう活用していくべきか、区⾧・自治会

⾧と共に検討しながら実施する。

総務課

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 B

・新型コロナウイルスの感染状況を注視しながら、引き続

き研修生の受け入れ、各種研修及び地域との交流を図る。

・本町と移住先国のネットワーク強化のため、研修生の受

け入れ中の活動及び帰国後の活動を発信する。

総務課

（１）
住民へ地域活動の目的を理解してもらい、自治会への加入促進

を支援します。
B

・転入者へ自治会加入を促すチラシを配布した。

・区が実施する地域活動へ交付金を交付し、支援した。

・冷房設備の整備を支援し、自治会へ加入しやすい環境を

整えた。

・宅建業者を巻き込んだ自治会加入促進協議会の設立を目

指し、区⾧・自治会⾧と共に検討を進めていく。

・広報よなばるにて区・自治会の解説記事を掲載し、区・

自治会への理解を深めてもらう。

総務課

（１）
国内外とのネットワークを強化し、友好親善ならびに沖縄文化

の振興・発展に貢献しうる人材の育成を図ります。
A

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により研修生の受け入れが

困難となったため、受入事業実施が不可能であった。

受入の中止は、4月に判断した。

受入再開をみこし、各国町人会・県人会との情報共有や、海外動

向の情報収集を行った。

総務課

・各区・自治会からの要望の調査確認、内容の精査から実

施する。
（３）

各種団体の活性化に力をいれ、生涯現役世代の活躍や生きがい

づくりを支援します。
B

・板良敷区・新島区・浜田区の３区を除く全ての区・自治

会において自治会等交付金が活用された。

・令和２年度は、新型コロナウイルス感染を防ぐため伝統

文化活動が各区にて実施はできなかったが、自治会交付金

は、交付対象事業の変更を行い地域活動の推進に務めた。

総務課（４）
地域活動を通じて、地域内のコミュニケーションを深め「子ど

もから大人までが繋がる」環境づくりを推進します。
B

（１）
地域活動の拠点となる公民館や地域の情報共有の場となる掲示

板などの環境整備の充実に向け支援します。
A

・東浜自治会の冷房設備を整備した。

・江口区の屋外掲示板を整備した。

・各区・自治会からの要望を精査・重要性の検討を行い、

一般コミュニティ助成事業等を活用し、順次対応してい

く。



 基本目標 １ みんなが参加したくなる「ひと」と「人」が綱がる新しいまちづくり
 施策分野 １ʷ② 自律・自立するまち 【総計３６ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

１．住民と行政の役割分担

自治会等交付金 612,501 有

行政懇談会（全区、自治会） ― 有

２．住民参画によるまちづくり

創生総合戦略・人口ビジョン策定委員会

の実施
40,000 有

総合計画審議会の開催 55,000 有

総合計画実施計画及び評価の公表

（HP）
0 無

自治会等交付金 612,501 有

伝統文化活動支援補助金 0 無

３．男女共同参画社会の構築

総務事務運営事業 2,000 有

ポスター掲示 ― 無

総務事務運営事業 60,000 有

弁護士委託事業 720,000 無

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 A

（１） 地域の問題は、地域で考え解決できる環境づくりに努めます。 B
・各区に自治会等交付金を交付し、自主的、主体的な地域

活動の推進を図った。
総務課

（２）
地域と行政のあり方について、各区自治会との勉強会、意見交

換会を行います。
A

・行政懇談会は、隔年で実施しているので令和２年度は実

施なし。

・区⾧会へ各区の要望事項について意見を求め、令和３年

度に各区１機ずつの掲示板設置について予算化した。

・行政懇談会にてあがった意見について、各課で対策の検

討を行う。
総務課

・各区の問題解決につながる研修会の開催を検討する。

・自治会加入率の減少に伴い、世帯割額が減少傾向にある

ことから、同交付金の算定方法について、見直しを行う。

・無料法律相談や人権擁護委員による相談会の広報に努め

る。

・人権擁護委員と連携を取り、人権擁護活動に取り組む。

総務課

企画政策課

総務課

（１）

男女が社会の対等な構成員としてあらゆる分野における活動に

参画する機会を確保し、ともに責任を担う社会の構築を図りま

す。

B

・令和2年度の与那原町職員における女性職員の割合は44.5％

で、前年度より2.3％減少した。

・同じく課⾧相当職の女性割合は15.8％で、前年度より4.2％減少

した。

・女性職員が昇進・登用への意欲を維持しながらキャリア

形成が図られるように、⾧時間勤務の是正や人事評価にお

いての適正な評価に取り組む。

総務課

（１）
住民一人ひとりが問題意識をもち、行政と連携して問題解決に

参画できる仕組みづくりの構築を図ります。
B

・町の最上位計画である総合計画等について、進捗状況の

確認を行い評価を行った。さらに、町民へ計画内容の進捗

状況について周知を行った。

・創生総合戦略・人口ビジョン策定委員会を開催し令和2年

度の実施内容についての評価検証を行った。

・総合計画審議会を開催し令和元年度実施事業の評価を

行った。

・板良敷区・新島区・浜田区の３区を除く全ての区・自治

会において自治会等交付金が活用された。

・令和２年度は、新型コロナウイルス感染を防ぐため伝統

文化活動が各区にて実施はできなかったが、自治会交付金

は、交付対象事業の変更を行い地域活動の推進に務めた。

・創生総合戦略・人口ビジョンについての評価検証をおこ

なう。

・総合計画実施事業についての評価検証を行う。

・町の最上位計画である総合計画について実施計画及び評

価内容を住民に周知するため、HP等で公開する。

・住民参画を進めるため、各区、自治体の意見を集約し、

自治会加入率の向上を図る施策に取り組む。

（３）
人権の尊重、多様性を認め合える平和な社会づくりを推進しま

す。
A

・無料法律相談を年18回実施し、身近に人権問題に対応できるよ

うに図った。

・人権についてのパネル展示を行った。

・人権擁護委員や社会福祉協議会と協同して、町内小学校で人権

教室を開催した。

総務課（２）
男女共同参画社会実現に向けた理解を深めるための情報発信や

啓発活動に努めます。
A

・ポスターの掲示やホームページへの掲載等で情報発信及

び啓発活動に取り組んだ。

・情報が住民に届くように町ＨＰや広報誌への掲載、各行

政区にてポスターを掲示するなど周知を行う。その際に

は、住民目線での内容になるように取り組む。。



 基本目標 １ みんなが参加したくなる「ひと」と「人」が綱がる新しいまちづくり
 施策分野 １ʷ③ 情報の共有・共鳴で築くまち 【総計３８ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

１．情報の発信及び共有化

行政事務委託料 35,868,600 無

広報事務運営事業 5,792,160 有

町ホームページ掲載 - 無

eʷラーニング研修 有

フェイスブック掲載 - 無

公式LINE立ち上げ・掲載 ʷ 無

メディアリテラシー（情報を受けとる力）の育成に努めます。 B

総務課

・地方公共団体情報システム機構が実施するeʷラーニング

を利用し、全職員に対しセキュリティ研修を実施した。
総務課

・町ＨＰの画面内を整理し、各ページの誤字、脱字や内容

の修正を行い、見やすいホームページを目指す。
総務課

・広報よなばるを毎月発刊し、行政情報を発信した。

・町民カレンダーを作成し、年間の行政スケジュールを分

かりやすく発信した。

・毎月の区⾧連絡会を通し、必要に応じ区内掲示板にて広

報を行った。

・町ホームページや与那原ナビを通して、事業やイベント

についての情報発信を行った。

（１） 住民が行政情報を得やすい環境を構築します。

総務課

（２）
観光情報や伝統行事などを積極的に情報発信し、町内外へ広く

「与那原町」をPRします。
B

・「町の便利手帳」への掲載内容の精査を行う（実際の発

刊年度は未定）

・各行政区を紹介する特集を組むことで自治会加入率の促

進を担う。

・町公式LINEを立ち上げ、イベント情報に限らず生活情報

などの発信を実施した。

・一部イベントについてフェイスブックにより、発信を

行った。

・フェイスブックについては、イベント情報を中心、町公

式LINEについては、日常使いを主としていることから、イ

ベントを含む生活情報も発信する。

・フェイスブック、ＬＩＮＥに加えてデータ放送の活用に

ついて検討する

・ＳＮＳ運営に必要な規則等の設置について他市町村の例

を参考にする。

（３）

B

・職員向けに毎年行っている情報セキュリティ研修の機会

に合わせ例年通り毎年実施していく。

（４）
SNS を利用した新たな情報通信技術を活用した広報手段の拡充

を図ります。
A

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 B



 基本目標 １ みんなが参加したくなる「ひと」と「人」が綱がる新しいまちづくり
 施策分野 １ʷ④ 行財政運営 【総計４０ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

１．行政サービスの充実

職員研修事業 213,021 有

戸籍住民基本台帳事務事業 11,676,000 有

個人番号カード関連事務事業 5,486,000 有

戸籍住民基本台帳事務事業 11,676,000 有

個人番号カード関連事務事業 5,486,000 有

第11回特別弔慰金推進事業 1,713,153 有

東海岸地域サンライズ推進事業 500,000 有

企画事務運営事業 6,920,000 有

２．税金の仕組みに関する教育・啓発活動

租税教室研修参加 0 有

町広報への税情報、Ｑ＆Ａ等掲載 ― 無

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 A

（２）
役場窓口以外での証明書の発行、閉庁時間の延⾧や休日の開庁

など、住民ニーズに対応した組織体制を検討します。
A

・時代や環境等の変化に対応できる人材の育成を推進する

ため、与那原町職員人材育成基本方針を状況に合わせて段

階的に見直します。

・戸籍システム改修による戸籍証明書発行広域化の促進。

・個人番号カード普及促進事業による取得率向上を図る（累計

カード取得目標62%）

・個人カード 出張申請実施数増、休日、夜間交付の継続実施に

よる取得数増を図る。

・第11回特別弔慰金 窓口継続設置による、申請支援、国債交付

の円滑化を図る。

・スマート窓口の整備に向けて、住民課、税務課、財政課、総務

課で推進体制を構築し、異動支援システムの活用を推進する。コ

ンビニ交付サービス開始の周知による活用度の向上を図る。ス

マートフォンによる証明書交付、異動手続等を導入し、住民サー

ビスの向上ならびに職員に事務負担軽減につなげる。

・DX推進計画に基づき住民のニーズに沿ったデジタル化を促進

する。

・町公式LINEによる町民アンケートを実施し、各種予約サービ

スやゴミ問い合わせなど、住民ニーズを捉えたサービスを展開す

る。

（１） 役場窓口の接客は、誠実で明るい対応に努めます。 A

・行政サービスの充実のため、職務遂行に必要な知識、技

能及び教養の向上を目的として研修計画を策定した。

・新型コロナウイルス感染予防のため、集合研修は実施で

きなかったが、Ｚｏｏｍなどオンラインを活用したイン

ターンシップを沖縄女子短期大学と共同で開催し、新しい

生活様式での研修の実施など技能の向上が図られた。

多様なニーズに対応するために、広域で取り組むべき課題につ

いて関係機関と連携し検討します。
A

・東海岸地域サンライズ推進協議会により東海岸地域の活

性化にむけ広域観光等連携促進事業に取り組んだ。

・広域交通に関して島尻地域振興協会の事業に連携して取

り組んだ。

・広域連携事務について構成市町村と連携して広域まちづ

くりに取り組んだ。（補助金の交付）

・東海岸地域サンライズ推進協議会での広域地域振興を検

討する。

・広域交通について南部市町村圏事務組合で検討する。

・各種広域組合と連携し、関係市町村との連携したまちづ

くりを実施する。

企画政策課

住民課

税務課

総務課

・国税事務所が集約する小学校の要望に応じ、税務課、青

色申告会、税理士協会等と連携して講師派遣を行い、租税

教室を開催する。

税務課

 

（１）

税金の仕組み・重要性、納税の義務または必要性を知ってもら

うために、小学校６年生を対象とした租税教室を継続して行い

ます。

B

例年行っている租税教室実施に向け国税事務所主催の講師

養成研修に職員を参加させた。しかし、新型コロナウィル

ス感染予防の為、小学校からの依頼がなく講師派遣はな

かった。

（２）
税に関するＱ＆A町民対象の広報誌に掲載するなど、税金の仕

組み・重要性などの周知に取り組みます。
A

定期的に町広報へ税に関するＱ＆Ａや納税に関する周知

（特に新型コロナウィルスに関する猶予の特例）等を掲載

し、納税への啓発に取り組んだ。

 

・昼窓口年間数717件(月平均59.75件)を対応した。

・個人番号カード 9月より休日、夜間交付を実施した。・休日

（土曜）4回・夜間（金曜）4回 計240件

・個人番号カード 出張申請を実施した。12月、3月 計350件

※大型商業店舗での実施。

・個人番号カード 累計取得率26.56％（目標27.4％）

・コンビニ交付サービス導入に取組んだ。

・住民異動支援システムの導入に取組んだ。

・受付番号機導入に取組んだ。

・弔慰金申請支援に取組んだ。進達件数591件

・新庁舎移転に向け、住民「書かせない」窓口を目的に窓口受付

支援システムを導入し、計７課４０帳票を組み入れた。

・町公式LINEを活用したデジタル窓口を推進。

住民課

税務課

総務課

（３）

・町広報誌及び電光掲示板等を活用し、税情報や税に関す

るＱ＆Ａ等を積極的に発信していく。
税務課



３．納税賦課徴収業務

納税賦課徴収事業 14,424,865 有

キャッシュレス決済事業 ― 有

４．健全な財政運営の推進

与那原町財政計画の策定 ― 有

財務書類作成業務 2,200,000 無

・令和３年度中に行財政改革大綱の実施計画作成を予定し

ており、同時にシミュレーションの見直し及び財政計画の

見直しを行う。

財政課

 

（２）

（１）

公平公正な賦課徴収を継続するために課税客体の把握、また説

明責任をしっかりと果たします。さらに自主納付の呼びかけな

どを行いつつ、応じない場合は、公平性の観点からも滞納処分

の検討を行い、適正に実施します。

A

・県税職員の併任や預貯金差押え等、滞納整理に取り組ん

だ。

・税務職員の資質向上、滞納整理の強化を図るため、市町

村間相互併任規則を制定した。

・県税職員の併任や合同公売の実施により滞納案件の整理

を行い、引き続き納税率の維持・向上を目指す。

就業形態の多様化により、税の納付可能な時間帯も異なるた

め、口座振替やコンビニ納付を継続しつつ、その他の納付チャ

ネルの検討を行います。

（１）

健全で持続可能な財政を維持し、「第５次与那原町総合計画」

に掲げた諸施策を計画的に推進するために、中⾧期財政計画を

策定し、「計画的に事業を実施することにより財政の健全化を

図ります。

A

・新型コロナウイルス感染対策など想定外の事態があり、

財政シミュレーション（令和2年度～令和11年度）の見直し

作業を行った。

A

財政課（２）

公会計制度を導入することで、町所有の土地や建物、部品など

のコストやストックを把握し、公共施設マネジメントや中⾧期

的な財政運営への活用を図っていきます。

A
・地方公会計制度導入により財務書類および固定資産台帳

を整備し、その台帳をもとに基金積立計画を作成した。

・固定資産台帳をもとに公共施設整備に係る基金積立計画

の見直し。

・令和３年度中に行財政改革大綱の実施計画作成を予定し

ており、同時に見直す財政計画とあわせて再度、公共施設

マネジメントを検討する。

・健康保険課を中心として、新たな収納チャンネルとして

スマホ決済を次年度より実施するためのシステム構築を共

同で行った。

・コンビニエンス納付やスマホ決済での納付状況等を考慮

し、今後その他収納チャンネルの必要性の有無を検討す

る。

税務課

税務課
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事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

１．学力向上の取り組み

事務局運営事業（学力向上推進協議会負

担金）
369,490 有

事務局運営事業 50,000 有

きめ細やかな児童生徒支援事業 60,869,000 有

国際理解人材育成事業 10,298,000 有

事務局運営事業（学力向上推進協議会補

助金）
150,000 有

事務局運営事業（学力向上推進協議会補

助金）
165,000 有

２．学校ICTの充実

学校ICT環境整備等による学習意欲学力

向上推進事業
2,992,000 有

GIGAスクールネットワーク構想に伴

う、学習用コンピュータ2,719台の購入
117,842,000

学校ICT環境整備等による学習意欲学力

向上推進事業
3,720,912 有

GIGAスクールネットワーク構想に伴

う、GIGAスクールサポート委託事業
5,360,469 有 学校教育課

（１）
電子黒板、タブレット端末などのICT 機器の更なる整備を推進

します。
A

・学校の教室増に伴い、電子黒板を与那原小学校に３台購

入し、整備した。

（１）
講演会や研修・先進地視察などで、教職員の意識向上と授業改

善に取り組みます。
B

（４）

日々の授業の充実と「確かな学力」を身につけ、「生きる力」

を育むことを目的に、「学力向上推進プロジェクト」を推進し

ます。

A

・「家庭学習の手引き」を作成し、家庭訪問時に周知する

とともに、「我が家の家訓」を募集し、優秀な作品につい

ては、表彰周知を行った。

・「学力向上推進月間」を設け、学力の定着を図った。

・令和３年度についても、学力向上推進協議会の事業計画

に基づき、評価・見直しも含めて推進していく。

・学校教育部会での小・中学校でのねらいを定めた学力向

上強化月間の推進した。（４・９・1～3月）

・「授業改善によるわかる授業づくりの推進」「小中共通

した学習規律」「学力向上webシステムの活用や補習指導

の充実」「家庭学習の手引き」の活用した。

・てくてく登下校の推進による、たくましい体づくりと基

本的生活習慣の確立を推進した。

・令和３年度も、全教室に漏れなく電子黒板を設置すると

ともに、GIGAスクールネットワーク整備構想も踏まえ、計

画的にICT機器を整備していく。

学校教育課

（２）

学校の電子黒板、タブレット端末などのICT 機器をより効果的

に活用するために、情報支援員による講習会の開催、ICT 教材

などの情報収集を図ります。

A

・情報支援員を配置し、授業を行ううえで教師の補助を行

い、効果的にICT機器を活用することができた。

・情報支援員による講演会を開催することが出来なかっ

た。

・令和３年度以降に関しては、今後の一括交付金の状況を

踏まえて、学校の実情を勘案しながら、計画的に情報支援

員等を配置していく。

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

学校教育課

・令和３年度以降も「与那原町学力向上推進協議会」の年

間事業計画に基づき、効果的な先進地視察研修を行う。
学校教育課

（２）
保・幼・小・中の連携を深め、さらに高校、大学や企業等との

連携も強化し、キャリア教育の充実を図ります。

・令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴

い、様々な研修が中止となってしまった。

・各学校において「ソーシャルネットワークのリスク」に

ついて児童生徒向けに講演会を行った。

A

・定例の「キャリア教育担当者会議」で、『沖縄県キャリ

ア教育の基本方針』をもとに、児童生徒のキャリア形成、

キャリア教育の推進、家庭・地域との連携等を確認し、

キャリア教育で育成すべき能力等を確認し理解を深めた。

・新学習指導要領下で実施される「キャリアパスポート」

の県内先行事例や活用方法を確認した。

・「与那原町キャリアパスポート」を作成した。

・キャリア教育連絡会で、与那原町版「キャリア・パス

ポート」の効果的な活用法について、小中間で情報共有を

図っていく。

・地域教育コーディネーターと連携を図りながら、職場体

験学習の充実や授業における地域教育資源の活用を年間を

通し推進し、キャリア教育の充実に資するよう努めてい

く。

評価 A

・令和３年度についても、学力向上推進協議会の事業計画

に基づき、評価・見直しも含めて推進していく。

学校教育課

・令和３年度以降に関しては、今後の一括交付金の状況を

踏まえて、学校の実情を勘案しながら、計画的に支援員等

を配置していく。

（３）
児童・生徒へのきめ細やかな対応を行うために特別支援教育支

援員、学習支援員などを配置します。
A

・与那原小学校に学習支援員５名、特別支援教育支援員６

名、与那原東小学校に学習支援員４名、特別支援教育支援

員６名、与那原中学校に学習支援員３名、特別支援教育支

援員３名を配置し、きめ細やかな児童生徒への支援を行っ

た。

学校教育課（５）
のぼり、ポスターを作成し、学力向上推進月間、家訓運動をさ

らに周知徹底し、「確かな学力」の定着を図ります。
A

学校教育課
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事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 A

３．支援が必要な児童・生徒への個に応じた対応

きめ細やかな児童生徒支援事業 60,869,000 有

事務局運営事業 10,143,945 有

事務局運営事業 10,143,945 無

４．豊かな心の育成

事務局運営事業 ー 有

豊かな心の教育推進事業 30,000 無

事務局運営事業 ー 無

５ ． 学校教育施設の充実

令和２年度 学校給食センター整備手法

検討業務
4,950,000 無

町立小学校管理運営事業 ー 無

・時期を問わず、人権教育については学校全体の教育活動

を通じて取り組んでいくよう指導・助言に努める。

・平和教育担当、生徒指導主任、教育相談担当等と連携を

図りながら、児童生徒全体に平和教育や人権教育等への意

識を高めていく。

・外部講師を招聘し、情報モラル教育等、専門的な立場か

らの講話を通して注意喚起や意識啓発に努めていく。

学校教育課

（２） 校外へ適応指導教室・相談室の設置を検討します。 A
・沖縄子どもの貧困対策事業を活用して、不登校の中学生

を対象に拠点型子どもの居場所づくり事業の実施した。

・令和2年度から、不登校の中学生を対象とした「拠点型子

どもの居場所づくり事業」を実施する。
学校教育課

（２） 豊かな心を育むために、各学校において講演会を開催します。 A
・各町立学校において講師を招き、豊かな心を育成するた

めの講演会を開催した。

・令和３年度も、児童生徒のアンケート結果や学校側の意

見も聞きながら継続して実施していく。
学校教育課

（１）
偏見のない児童・生徒の育成のためインクルーシブ教育を推進

します。
B

・「与那原町特別支援教育スタンダード」を町立学校に配

布し周知するとともにインクルーシブ教育について推進し

た。

・学校によっては周知が浸透していない事案も散見され

た。

（３）
道徳の授業や平和学習などをとおして、生命の大切さや人権を

尊重する思いやりのある心を育みます。
B

・新学習指導要領（道徳科）の「人権」や「生命の尊さ」

を扱った単元の改訂ポイントや学校の対応課題等について

まとめ、効果的な授業が行えるよう支援を行った。

・平和教育月間（６月）における平和学習を予定していた

が、新型コロナウイルス感染症拡大に伴い中止となった。

・定例の「生徒指導連絡会」において指導が困難な児童生

徒への指導・助言を行った。

（１）

支援を要する児童・生徒などへ個に応じたきめ細かな対応を行

うために、特別支援教育支援員、学習支援員などを適正に配置

します。

A

・与那原小学校に学習支援員５名、特別支援教育支援員６

名、与那原東小学校に学習支援員４名、特別支援教育支援

員６名、与那原中学校に学習支援員３名、特別支援教育支

援員３名を配置し、きめ細やかな児童生徒への支援を行っ

た。

（３）

増加傾向にある不登校児については、それぞれの児童・生徒の

個々の状況を把握し、関係機関と連携の上、適切に教育を受け

られる環境を推進します。

A

・沖縄子どもの貧困対策事業を活用して、不登校の中学生

を対象に次拠点型子どもの居場所づくり事業を実施し、教

育を提供できる環境整備を行った。

（２）
安心安全な教育環境を目指し、与那原小学校の老朽化した校舎

の耐力度調査を行い、建替時期の検討を図ります。
B

・平成２３年度に耐力度調査を実施したところ、5,636点と

の結果が出た。

・4,500点以下が補助対象となるため、しばらくは補助事業

の対象とならない。

・県教育庁施設課にも確認し、緩和措置についても確認を

行った。

・今後、３～４年後を目処に耐力度調査を行い、建て替え

に向けて取り組んでいく。
学校教育課

（１）

学校給食を近隣市町村との共同運営も視野に入れ、耐震基準を

クリアした施設への建て替えを早急に検討するとともに学校給

食を通じ、さらなる食育を推進します。

A

・令和元年度においては、「学校給食センター整備手法検

討業務（建設）」の委託を行い、単独または共同で学校給

食センターを建て替えた場合について、概算建設費につい

て試算し、比較検討が出来る資料を整備した。

・令和３年度においては、令和元年度、令和２年度に委託

をした報告書を元に単独又は共同で学校給食センターを建

設するか検討する。

学校教育課

・令和2年度に関しても、今後の一括交付金の状況を踏まえ

て、学校の実情を勘案しながら、計画的に支援員等を配置

していく。

学校教育課

・令和３年度以降も、不登校の中学生を対象とした「拠点

型子どもの居場所づくり事業」を継続して実施する。
学校教育課

・令和３年度は、より「与那原町特別支援教育スタンダー

ド」を周知徹底していく。
学校教育課



基本目標 ２ 「いちゃりばちょーでー」平和の心で綱がる教育文化のまち
 施策分野 ２ʷ② 家庭教育の定着 【総計４８ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

１．P TA 活動の活性化

学力向上推進協議会 176,000 無

子ども寺子屋 ー 無

事務局運営事業（学力向上推進協議会負

担金）
ー 有

２．学校教育の情報公開

「親のまなびあい」プログラム ʷ 無

「親のまなびあい」プログラム ʷ 無

３．家庭学習の習慣化

学力向上推進協議会 115,000 無

きめ細かな児童生徒支援事業 ー 有

・コロナ禍が続く中でも実施できるように、zoom等を利用

したオンラインでの開催を進め、学校と家庭、地域が課題

を共有し、改善への取り組みを協働で推進する。

生涯学習振興課

学校教育課

（２）
家庭と学校が連携を深め、心身豊かな子どもの成⾧に努めま

す。
B

・島尻教育事務所と連携し、「親のまなびあい」プログラ

ムを実施し、学校・家庭の情報共有等を図る予定であった

が新型コロナ感染症拡大で実施できなかった。

・各町立学校において講師を招き、豊かな心を育成するた

めの講演会を開催した一方、家庭との連携が十分ではな

かった。

・コロナ禍が続く中でも実施できるように、zoom等を利用

したオンラインでの開催を進め、学校と家庭、地域が課題

を共有し、改善への取り組みを協働で推進する。

生涯学習振興課

学校教育課

（１）
地域教育懇談会や教育講演会などを充実させ、家庭と学校に関

する課題の情報を共有します。
B

・島尻教育事務所と連携し、「親のまなびあい」プログラ

ムを実施し、学校・家庭の情報共有等を図る予定であった

が新型コロナ感染症拡大で実施できなかった。

・他地区でオンラインでの実施が有った為、情報収集し、

今後の検討課題とした。

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 B

（１）
学校と家庭との交流が行える教育活動を充実させ、PTA 活動な

どの活性化に取り組みます。
B

・拡大家庭地域教育部会や支部地域教育懇談会において。

各PTAの取り組みについて検討してもらい、実践した。

・学力向上推進実践発表会を開催予定であったが、新型コ

ロナウイルス感染症拡大防止に伴い中止となった。

（２）

夏休み期間中に公民館などで「子ども寺子屋」を開催するPTA

支部に学習支援員を派遣することにより、家庭学習の定着と

PTA 活動の活性化を図ります。

B

・新型コロナウイルス感染症拡大による臨時休業に伴い、

夏休みが大幅に短縮されてため、子ども寺子屋が実施でき

なかった。

学校教育課

（３）
PTA 活動を活性化させることを目的に、モデルとなるPTA 支部

を育成します。
B

・PTAのモデル支部を募集したが、コロナ禍ということも

ありモデル支部が決まらなかった。

・モデル支部については、モデルとなる支部に偏りがある

ため、幅広いモデル支部の育成を目指す。
学校教育課

・令和2年度も、町学力向上推進協議会の年間活動計画に基

づき、PTA活動の活性化に努める。

・令和3年度も、学校、保護者、地域と連携し職場見学・職

場体験を実施する。
学校教育課

・令和3年度も、家庭学習リーフレットを作成し、家庭訪問

の際に家庭でも実践するよう継続して周知徹底を図る。
学校教育課

学校教育課（２）
子ども寺子屋を通じて、家庭学習の方法を学び習慣化を図りま

す。
B

・新型コロナウイルス感染症拡大による臨時休業に伴い、

夏休みが大幅に短縮されてため、子ども寺子屋が実施でき

なかった。

・令和３年度は、子ども寺子屋を実施することにより、学

習方法を学ぶとともに家庭学習の定着を図っていく。

（１）
家庭学習リーフレットを作成し、各家庭に配布することにより

学齢ごとに応じた家庭での学習時間を確保します。
B

・毎年、家庭学習のリーフレットを作成し、学校による家

庭訪問の際に配布し、説明を行っている。



基本目標 ２ 「いちゃりばちょーでー」平和の心で綱がる教育文化のまち
 施策分野 ２ʷ③ 青少年健全育成 【総計５０ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

１．青少年健全育成支援体制強化

青少年健全育成事業

（町青少年健全育成町民会議補助金）
800,000 有

青少年健全育成事業

（町青少年健全育成町民会議補助金）
800,000 有

２．健全な心身の育成

「親のまなびあい」プログラム ʷ 無

事務局運営事業（学力向上推進協議会負

担金）
ー 無

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 B

（１）
青少年を事件・事故などの有害環境から守るため、関係機関と

連携し、夜間パトロールなどを進めます。
B

・これまでのパトロールの時間（夜）に加え午後、下校時

間を設け、防犯協会にも協力を求め子供たちの見守りパト

ロールを行った。

・「親の学び合いプログラム」等を活用し、家庭と地域、

PTA活動を通して豊かな心の教育に努める。

学校教育課

生涯学習振興課

生涯学習振興課

（２）
各種発表会や町民大会などを実施し、青少年の健全育成に取り

組みます。
B

・学習支援員の派遣の準備は行っていたが、新型コロナウ

イルス感染症拡大による臨時休業に伴い、夏休みが大幅に

短縮されてため、子ども寺子屋が実施できなかった。

・集会形での啓蒙活動及び主張大会、講演会等は、三密を

避ける観点から、基本的にオンライン配信などを活用した

事業運営を推進する。

生涯学習振興課

・パトロールを下校時間（広報活動含む）及び夜間の二つ

にチーム分けをし、昼と夜パトロールを実施出来るよう関

係機関、団体に協力を求め体制作りを図る。

（１）

家庭や地域と連携した各種行事の開催や、PTA 活動などをとお

して、豊かな心の教育に努め、子ども達の心の居場所をつくり

ます。

B

「親の学び合いプログラム」において、保護者同士のグ

ループワークを行い、家庭での心の居場所づくりを含めた

学び合いを深る予定であったが、新型コロナ感染症拡大で

実施できなかった。

学校教育課（２）
基本的生活習慣の確立を図るため、家庭や学校、地域及び各種

関係機関と連携を図ります。
A

・「てくてく登下校」を推進するため、のぼりを作成する

とともに家庭訪問の際に併せて周知を行い、基本的な生活

習慣の確立を図った。

・令和３年度に関しても、生活習慣の確立を図るため、

「てくてく登下校」を推進していく。



基本目標 ２ 「いちゃりばちょーでー」平和の心で綱がる教育文化のまち
 施策分野 ２ʷ④ 地域交流と支援体制 【総計５２ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

１．学校との連携

学校管理運営事業 180,000 無

事務局運営事業 ー 無

２．家庭との連携

きめ細かな児童生徒支援事業 58,000 有

３．人材の活用・育成

放課後子ども教室推進事業 1,774,921 無

学校支援地域本部事業 1,667,642 無

公民館管理運営事業 19,013,443 無

学校支援地域本部事業 1,667,642 無

総務事務運営事業 36,000 有

公民館管理運営事業 19,013,443 無

社会教育事務運営費 7,609,677 無

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 B

（１）
学校評議員に地域の人材を幅広く登用することにより、学校経

営への参画が促されます。
B

・学校評議員会においては、各学校とも地域の人材を評議

員へ登用した。
学校教育課

（２）
保護者・地域の協力を得て、職場見学・体験の受け入れ先を充

実します。
A

・グッジョブの協力企業リストも参考にしながら、保護者

や地域の協力も得て、職場見学・職場体験を実施した。

・令和3年度も、学校、保護者、地域と連携し職場見学・職

場体験を実施する。
学校教育課

・今後も、幅広く地域の人材を学校評議員に活用すること

により、地域に開かれた学校を目指す。

・次年度も引続き新型コロナの影響が見込まれるため、宿

題や自主学習の見守りを実施していきたい。新型コロナの

影響がなくなり次第、利用者のニーズに沿った体験講座を

実施し、地域との連携を構築する。

（１）

夏休み期間中に公民館などで開催される「子ども寺子屋」の見

守りとして地域の方々が立ち会うことにより、家庭学習の定着

を支援します。

A

・各PTA支部において、区⾧や児童・民生委員の地域の

方々の協力をいただき、子ども寺子屋を実施することによ

り、学習方法を学ぶとともに習慣化が図られた。

・令和3年度も、子ども寺子屋を実施することにより、学習

方法を学ぶとともに家庭学習の定着を図っていく。
学校教育課

生涯学習振興課（１）

生涯学習と連携しながら、地域の人材を活用し、授業の一環と

しての講話や、ものづくりなどを通じさまざまな体験学習の機

会を持つことにより、地域で教育する環境づくりに取り組みま

す。

B

・両小学校で例年通りの放課後子ども教室を開講する予定

であったが、年度当初から新型コロナの影響で講話や体験

学習を開くことはできなかった。しかし宿題や自主学習の

見守りを実施した。

生涯学習振興課

（３）
多様な人材を活用し、サークル活動や講座、平和学習などの生

涯学習を進めます。
A

・新型コロナ感染症拡大で公民館講座を1講座しか実施でき

なかった。

・与那原町コミュニティーセンター利用団体連絡協議会の

運営補助を行い、利用団体間の交流、資質向上を図る予定

であったが、新型コロナ感染症拡大で実施できなかった。

・地域学校協働活動において、両小学校・中学校へ平和学

習講師を派遣する予定であったが、新型コロナ感染症拡大

で派遣できなかったが、与那原小学校においては、オンラ

インで平和講話を開催した。

・与那原町民平和の日献花式を開催した。

・与那原町民平和の日に、軽便与那原駅舎展示資料館に献

花台を設置し、広く献花を呼びかけた。

・多種多様な講座を実施し、生涯学習の推進に努める。

・平和学習、町民平和の日記念事業を実施し、町民と共に

平和意識の高揚に努める。

生涯学習振興課

総務課

（２）
講師や学校支援ボランティアにふさわしい人材を発掘し、人材

バンク登録の充実を図ります。
B

・学校からの依頼で地域人材を授業等に派遣しており、令

和2年度は、コロナ禍でも可能なボランティア事業に14件

51名の派遣を行った。

・コロナ禍で学校の要望全てに応えることは出来なかった

が、対応可能な授業に多くの人材を派遣することができ

た。引き続き、様々な支援を実施し、地域人材の発掘に努

める。

生涯学習振興課（４）
各種講座の開催や各種研修会への派遣を行い、主体的に行動す

る講師の育成と支援に取り組みます。
B

・公民館講座を実施した。（1講座1回）

・高齢者学級（上の森学園）は新型コロナ感染拡大防止の

ため中止したが、年間を通し、いつでも開催できる準備は

出来ていた。

・コロナ禍で高齢者学級を開催することは出来なかった

が、年間を通じて、いつでも開催できる準備はできいてい

た。次年度以降も様々な事態を想定し、いつでも開催でき

る準備を整えておく。又、他さまざまな年齢層を対象にし

た、多種多様な講座を実施し、生涯学習の推進に努める。



基本目標 ２ 「いちゃりばちょーでー」平和の心で綱がる教育文化のまち
 施策分野 ２ʷ④ 地域交流と支援体制 【総計５２ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 B

４．学びあう環境づくり

公民館管理運営事業 19,013,443 無

社会教育事務運営費 7,609,677 無

公民館管理運営事業 19,013,443 有

図書館事務運営事業 17,600,849 有

公民館管理運営事業 19,013,443 有

社会教育事務運営費 7,609,677 有

図書館事務運営事業

（クリスマスおはなし会）
17,600,849 有

図書館事務運営事業

（としょかんこうかん日記・リードカー

ド・読書通帳）

17,600,849 有

図書館事務運営事業 17,600,849 有

５．新たな交流拠点づくり

与那原町複合施設建設工事
（建築工事・電気・機械設備工事・舞台機構）4

契約

831,030,000 有

・令和2年度に整備を完了し、令和3年度より運用開始（新

型コロナワクチン接種会場として運用中）。
公共施設課（１）

さまざまな活動や会議、イベントなどが開催でき、地域コミュ

ニティーの充実や多様な交流が生まれる新たな交流拠点として

の複合施設（町民ホールなど）の一体的な整備に努めます。

A

・平成30年度に、庁舎・町民ホール（新たな交流拠点：複

合施設）の基本・実施設計を行い、令和元年12月に建築・

電気・機械（３工事）、令和2年3月に舞台機構工事を発注

した。 令和3年2月完成し、5月より供用開始。

・都市再生整備事業にて、保健センターの位置付けを行

い、検診業務や多くの方が利用でき、イベントや多様な交

流が生まれる多目的な施設として整備。

（１）
住民のさまざまなニーズに応えた講座や講演会、シンポジウム

などを開催し、学べる環境づくりに取り組みます。
B

・公民館講座を実施した。（1講座1回）

・高齢者学級（上の森学園）は新型コロナ感染拡大防止の

ため中止したが、年間を通し、いつでも開催できる準備は

出来ていた。

・コロナ禍で高齢者学級を開催することは出来なかった

が、年間を通じて、いつでも開催できる準備はできいてい

た。次年度以降も様々な事態を想定し、いつでも開催でき

る準備を整えておく。又、他さまざまな年齢層を対象にし

た、多種多様な講座を実施し、生涯学習の推進に努める。

生涯学習振興課

・町民の学びに役立てるよう、引き続き、司書のスキル向

上に努める。
生涯学習振興課

図書館資料・情報の提供とともに、自主企画講座等の充実を図

ります。
B

・毎月テーマを設定して大展示コーナーを設置することに

より、来館者の読書意欲の向上につなげるとともに、年間

スケジュールに基づきイベントを実施し、来場者を図書館

利用へつなげた。

・コロナ禍の中で、従来通りの集客イベントが開催できず

中止となったイベントもあった。しかし、クリスマスには

町内の保育施設へ資料を配達し、集客とは異なる形で図書

を提供することができた。

・コロナ禍で実施できなかったイベントを手法を変えて開

催できるように努める。また、利用者のニーズを取り入れ

ながら、資料を提供していきたい。

（５）

子どもの読書支援、調査、研究支援など、町民の学びに幅広く

役立つ図書館サービスを展開するため、レファレンスサービス

をより向上させる様努めます。

B

・来館者からの要望に応えられるよう日々情報収集を行う

とともに、沖縄公共図書館協議会の専門部会や研修に参加

することにより、司書の資質の向上に努めた。

・多種多様な講座を実施し、生涯学習の推進に努める。

・令和3年度も生涯学習の拠点となるような選書に努める。
生涯学習振興課

（３）

（４） 生涯学習振興課

（２）
コミュニティーセンターや公民館、図書館などを生涯学習の拠

点として充実を図ります。
B

・公民館講座を実施した。（1講座1回）

・児童書をはじめ、ヤングアダルト・一般書・雑誌等の選

書にあたり、新刊情報や町民のニーズを踏まえて行い、図

書館が町民の生涯学習の場となるように努めた。

幅広い生涯学習を行うために、学生をはじめとしたさまざまな

講師の確保に努めます。
B

・公民館講座を実施するにあたり、４名の講師に確保した

が、新型コロナ感染防止のため講座自体が中止となった。

・高齢者学級（上の森学園）を実施するにあたり、11名の

講師を確保したが、新型コロナ感染防止のため中止となっ

た。

・これまで学生の講師をなかなか確保できていない為、今

後は沖縄女子短期大学やおもと会リハビリテーション学院

などと連携し、引き続き若年層の人材確保、発掘に努め

る。

生涯学習振興課



基本目標 ２ 「いちゃりばちょーでー」平和の心で綱がる教育文化のまち
 施策分野 ２ʷ⑤ 心と体を育むスポーツ環境づくり 【総計５５ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

１．スポーツ・レクリエーションの充実

上の森学園（高齢者学級） 0 有

スポーツフェスタin与那原 0 有

てくてくウォーク 0 有

スポーツ推進委員育成 356,000 無

２．スポーツ施設の活用・充実

生涯スポーツ推進事業 ー 無

生涯スポーツ推進事業 13,400,000 有

生涯スポーツ推進事業 ー 有

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 B

（１）
住民の健康増進としての生涯スポーツを推進する上で、関係機

関と連携を図ります。
B

・町スポーツ推進委員を中心に各専門分野を活かし座学や

体験型講座など人材の活用、活動が、新型コロナ感染症拡

大のため出来なかった。

・より多くの町民がスムーズ利用できる開放体制、管理に

努める。

生涯学習振興課

（３）
さまざまなスポーツ・レクリエーションに対応できる指導者の

育成に努めます。
B

・町スポーツ推進委員に対し積極的な研修受講を促し指導

者育成に取り組んだ。

・引き続き積極的な自主研修受講を推進し指導者の育成、

スキルアップに努める。
生涯学習振興課

・今後も継続的に多種多様な分野に取り組み各種関連団体

と連携を図る。

生涯学習振興課

生涯学習振興課

（２）
住民が気軽に参加できるような各種教室やスポーツ大会の開催

や支援をします。
B

・各スポーツ大会において子供から高齢者まで幅広い年齢

層や仲間同志が気軽に参加できる充実した体制を作り企画

をしていたが、新型コロナ感染拡大防止のために事業中止

で実施出来なかった。

・町民に気軽に楽しめる生涯スポーツイベント、教室作り

を検討する。

（１） 学校体育施設の一般開放を積極的に推進します。 A

・学校体育施設について、特にコロナ禍の中で発生したス

ケジュール調整を行い町民が優先的に使用出来るよう心掛

け町外団体とのバランスも踏まえ一般開放務に努めた。

生涯学習振興課

（３） 各種スポーツ活動を行うための施設の充実を図ります。 B
・与那古浜公園グラウンドの全天候型へ整備され利用者が

更に増加している。

・体育協会事業をじめとする、各スポーツ団体との競技施

設充実のため意見交換をし最大限利用を図る。
生涯学習振興課

（２） 社会体育施設の環境整備をします。 A

・観光交流施設について、利用者が気持よく利用できるよ

う衛生管理、指定管理者による自主事業等、施設の比較的

利用者の少ない空き時間の有効利用に努め利用者増加に効

果を出している。

・体育施設の修繕、草刈り及びトイレ、隣接する駐車場を

適宜清掃管理委託者と連携し環境整備、美化に努めた。

・１人でも多くの町民が足を運び利用できるようアンケー

トなどを最大限に活用し自主事業のメニューへ反映させ、

閑散時間の有効活用に努める。

・体育施設及び敷地の環境美化、衛生管理に努め、利用者

や近隣住民へ気を配る。



基本目標 ２ 「いちゃりばちょーでー」平和の心で綱がる教育文化のまち

 施策分野 ２ʷ⑥ 文化の保全・継承 【総計５７ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

１．伝統文化の継承・発展

綱曳資料館管理運営事業 3,004,567 有

町史編集事業 7,666,124 有

綱曳資料館管理運営事業 5,000 無

放課後子ども教室推進事業 0 無

文化フェスティバル 0 有

社会教育事務運営事業

（与那原町文化協会補助金・文化祭）
560,000 有

社会教育事務運営事業

（兄弟小節大会補助金）
0 有

しまくとぅば大会 0 有

２．文化財の調査・登録・保護・啓発

町内遺跡発掘調査等 与原土地区画整理

事業に伴う試掘調査（測量業務等）
2,429,122 有

文化財事務運営事業
（令和２年度与那原幹線鉄塔Ｎｏ18移設に

係る埋蔵文化財発掘調査報告書作成業務）

29,370,000 有

文化財事務運営事業

（令和２年度与那原駅跡保存処理業務）
1,925,000 無

（２）

町内外の文化財について、住民が学ぶ機会を設け、歴史と文化

に対する町民意識の向上を図り、文化財を次世代へ残すための

基盤づくりを行います。

A

・町指定文化財「親川」を戦前の姿に再現することにより

歴史文化に対する町民意識向上につながる事業（管理棟実

施設計、用地購入等）を推進した。

親川拝所整備事業

（旧「御新下り」関連史跡復元・周辺整

備・歴史資料館整備事業）

343,136,594 有
令和3年度も他部署との連携も視野に入れながら、住民が学

ぶ機会となるイベント等の実施に努める。
生涯学習振興課

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 B

生涯学習振興課

生涯学習振興課

（２）
子ども達に地域の伝統行事や与那原大綱曳への積極的な参加を

促します。
B

・新型コロナウイルスの影響で町内幼稚園・小中学生によ

る社会見学受け入れが減少している状況である。

・「与那原町放課後子ども教室」では、毎年綱づくり体験

を実施し、大綱曳に対する興味・関心を高めているが、新

型コロナウイルス感染症拡大の為、実施できなかった。

・綱曳資料館は令和3年度中に社会福祉センターへの移転を予定

しており、実物大の大綱の展示等について大綱曳実行員会と連携

してこれまで以上に体験型のプログラムを増やすなと、よりよい

資料館運営に努める。

・また放課後子ども教室は新型コロナウイルスの影響に配慮しな

がら継続して実施できるよう努める。

生涯学習振興課

・綱曳資料館は令和3年度中に社会福祉センターへの移転を

予定しており、実物大の大綱の展示等について大綱曳実行

員会と連携してこれまで以上に体験型のプログラムを増や

すなと、よりよい資料館運営に努める。

・令和2年度もこれまでの資料を活用し、町民の平和学習や

生涯学習の継続につながるよう努める。

生涯学習振興課

・町主催の生涯学習振興大会の中で、しまくとぅばを使っ

た発表などを盛り込む。
生涯学習振興課

・令和3年度に、与原土地区画整理事業予定地内の試掘調査

を実施する。

・令和３年度以降は、柱遺構の保存処理の経過観察を行

う。

（３）

町文化協会と連携し、文化フェスティバルの開催や公民館まつ

り、生涯学習振興大会などを通して、文化に対する町民意識の

向上を図ります。

B

・令和3年度は定例で開催している文化協会主催の文化祭や

上の森かなちホールのこけら落とし公演等、引き続き文化

協会と連携し町民の文化意識の向上に努める。

（１）

町内に存在する歴史的価値のある資源や戦跡などの調査を行

い、文化財登録やその保護に努め文化財を活かしたまちづくり

を推進します。

A

・与原土地区画整理事業に伴い、開発前に埋蔵文化財の有

無のための試掘調査を実施する。令和２年度は試掘調査の

ための測量業務及び試掘箇所の剪定を行った。

・鉄塔移設工事（与那原バイパス工事関連）に伴い消失す

る遺跡について、記録保存することにより後世に残すため

のデータ整理や報告書作成を行った。

（１）
ホームページや広報紙などを活用し、歴史・文化資料の収集を

呼びかけ、収集した資料を活かした企画展などを開催します。
B

・ホームページへの情報発信と、綱作り体験や前舞体験等

の実施、また町内小学校への総合学習の場としても活用し

ていただいたが、新型コロナウイルスの影響で機会は減少

している状況である。

・親川拝所整備事業に伴い資料館を解体したが、大綱曳倉

庫に移転し、展示や情報発信を継続している。

・与那原大綱曳実行委員会支度係と連携した「支度衣装

展」を開催した。

・町史編集事業で得られた情報（与那原町の自然環境とそ

れを利用した人の暮らしや関わり）を、町広報誌、『与那

原町史だより』、企画展を通して町民に報告した。

（４） 沖縄の伝統的な言葉である「島くとぅば」の継承に努めます。 B

・町文化フェスティバルと合わせて、しまくとぅば大会を

開催する予定であったが、新型コロナウイルスの影響で開

催中止となった。

・文化祭等を開催することにより、町文化協会の組織拡大

につなげるとともに、文化に対する町民意識の向上を図

る。

・公民館まつりを実施する予定であったが、新型コロナ

ウィルスの影響で開催中止を決めた。



別紙

基本目標 ３ 笑顔あふれるやさしいまち
 施策分野 ３ʷ① 子育て環境づくり 【総計６２ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

１．子ども福祉の充実

子ども子育て支援会議 0 無

第2次子ども・子育て支援事業計画策定 0 有

２．子育て支援サービスの充実

地域子育て支援拠点事業 14,234,048 有

ファミリーサポートセンター事業 13,227,000 有

病児・病後児保育事業 1,300,286 有

子ども医療費助成事業 60,295,614 有

待機児童世帯助成事業 295,030 有

施設型及び地域型保育給付費 1,129,715,786 有

法人保育園補助事業 37,044,029 有

認可外保育園助成事業 1,745,739 有

公立保育所運営事業 28,842,356 有

公立幼稚園運営事業 12,663,714 有

ほっとハート子育て応援事業 600,000 有

公立幼稚園・保育所等保育環境整備事業 751,686 有

保育施設等巡回出張訪問事業 636,000 有

親子通園事業 4,571,901 有

きめ細やかな児童生徒支援事業 16,959,309 有

児童館運営事業 12,710,209 有

放課後児童対策事業 110,287,386 有

・第2期子ども・子育て支援事業計画に基づき、子どもの福

祉充実に努める。

・令和2年度は、計画の周知を行う（R2年度実施できな

かった子育て支援センター利用者を対象に周知を図る）

子育て支援課
教育委員会・保育園⾧会・学童連絡会等を通し「第2期子ど

も・子育て支援計画」について周知・共有に努めた。
（１）

与那原町子ども・子育て支援事業計画に基づき、基本的な考え

方や教育・保育施設の質の向上などに取り組みます。
A

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 A

・子育てに関する様々な相談に対応するための課内に専門

職を継続的に配置し、引き続き子育てに関する相談支援に

努める。

・子ども・子育て支援事業計画策定に向け実施したアンケート結

果では、学童クラブ利用のニーズは現状施設では94名分の不足が

生じている。また、利用料が高く利用しづらいとの意見があるこ

とから、現状を学童連絡会と共有しつつ、増設に向け取り組む。

子育て支援課

（４） 療育センターなどの専門施設整備を検討します。 C
福祉課

子育て支援課

子育て支援課

子育て支援課

・コーディネーター及び心理士の巡回は、特別支援保育を

実施している保育園から今後も継続してほしいとの声があ

る。保育を実施するうえでの困りごとを相談できる同事業

を引き続き実施する。

子育て支援課

A

・各保育園が適切な保育運営ができるよう毎月遅延なく、

運営費(給付費）を支払うことができた。

・保育環境のさらなる充実を図るため、法人保育園及び認

可外保育園への各種補助事業を実施した。（R2年度は、散

歩など屋外活動時の安全確保のための保育体制強化事業補

助を実施）

・すべての保育園で、5歳児保育が可能となったことを受

け、R2年度から公立幼稚園で実施していた預かり保育を中

止し、3年保育をスタートさせた。これにより、すべての児

童に3歳からの保育・教育が保障された。

・各保育園が適切な保育運営ができるよう毎月遅延なく、

運営費(給付費）の支払いを行う。

・保育環境の充実を図るため、継続して法人保育園及び認

可外保育園へ必要な補助を行うため、保育園と随時意見交

換を行う。

子育て支援課（１）
すべての子どもに寄り添ったきめ細やかなサービスを提供し、

子育て世帯の支援に努めます。
A

・子育てに関する様々な相談に対応するため、課内に専門

職を配置し保育所入所の支援や子育て支援センター、ファ

ミサポ、病後児保育への案内など子育てに関する相談支援

に努めた。

（６）
放課後などの児童対策強化として、学童クラブの充実・利用促

進に努めます。
B

・学童クラブの運営補助を８施設まで増やしたが、第２期

子ども子育て・支援計画におけるニーズ調査においても学

童ニーズはまだ高い状況にある。（学童待機６名、認可外

利用児童35名）

（５）

（３）
各保育所や幼稚園において、心理士・作業療法士など専門職の

活用を検討します。
A

・各保育園、支援センター、親子通園等において丁寧なか

かわりの必要な児童への対応方法についてコーディネー

ター及び心理士が巡回し支援を行った。

（２） 良好な環境で保育サービスを提供します。

・平成24年の法改正により障害児を対象とした施設・事業は児童

福祉法に根拠が一本化されると同時に障害児支援の強化を図るた

め、障害種別ごとの施設体系を、通所・入所の利用形態別に改

め、通所支援の主体を市町村とされたところである。

・身近な地域の障害児支援の専門施設(事業）として必要性・要望

があることから、児童発達支援(療育）センターの整備を検討する

こととし、福祉課において「障害児福祉計画」で位置付けること

を子育て支援課と確認した。

・第2期障害児福祉計画（計画期間：R3～R5年度)策定。計

画の中で児童発達支援センターについて、具体的取り組み

を検討する。

関係課と連携し、放課後を安全に安心して過ごせる居場所づく

りとして地域の遊び場の整備など、地域環境づくりを促進しま

す。

A
・小学校区に1つの児童館系2施設が設置され、多くの児童

に利用されている。

・地域によっては、既存の児童館が遠く利用しづらいとの

声があることから、もっと身近な公民館などを活用した居

場所の検討を継続的に行う。（自治会との意見交換）



別紙

基本目標 ３ 笑顔あふれるやさしいまち
 施策分野 ３ʷ① 子育て環境づくり 【総計６２ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 A

３．子どもの貧困対策、虐待防止

子供の貧困緊急対策事業 12,663,613 有

要保護児童対策地域協議会運営事業 5,176,814 有

４．ひとり親家庭の支援

ひとり親医療費助成事業 10,889,619 無

子育て支援課

（１）

母子・父子家庭などのひとり親世帯の生活安定と自立に向けた

支援を行い、健全な家庭環境を保持するなど、各種支援の充実

に努めます。

A

・ひとり親を対象としたさまざまな支援策の周知に努め

た。

・医療費助成事業を実施し、ひとり親の経済的負担軽減に

努めた。

・保育所整備を計画的に実施したことで、入所配点の高い

ひとり親世帯の待機児童が０となった。

（１）

貧困家庭における子育て、教育環境の向上を図るため、居場所

における生活支援、学習支援などを行い、各支援へつなげるこ

とで自立をサポートします。

A

・3か所の居場所運営を委託できた。

・2名の自立支援員を配置、困りごとのある児童生徒を支援

につなげることができた。

・3か所の居場所運営を継続する。

・2名の自立支援員を配置し継続して、困りごとのある児童

生徒を支援につなげる。

子育て支援課

・支援策について、知らずに活用していないひとり親をな

くすため、広報の充実に取り組む。（新規申請者に対し

て、確実に自立支援員へつなぐ）

・医療費助成を継続して実施する。

子育て支援課

（２）
子どもへの虐待を防止し、健全な家庭環境づくりの支援に努め

ます。
A

・児童相談員を1名配置した。

・要保護児童対策協議会構成機関の連携で、早期相談につ

なげることができ重篤なケースの発生を防ぐことができ

た。

・10月から国の補助を活用、社会福祉協議会へ委託し支援

児童の見守りの強化を図った。

・相談員の継続雇用と要保護児童対策協議会を定期的に開

催する。

・社会福祉協議会の特性を生かし、支援対象児童の見守り

を継続する。



別紙

基本目標 ３ 笑顔あふれるやさしいまち
 施策分野 ３ʷ② 地域福祉・生活困窮者福祉 【総計６５ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

１．福祉活動の周知

社会福祉事務運営事業 46,936,427 有

国民年金取扱事業 2,846,777 有

地域支援事業（社会保障充実分） 5,032,000 有

２．福祉人材の育成・支援

社会福祉事務運営事業 39,057,650 有

社会福祉事務運営事業 34,312,000 有

シルバー活き生きライフサポート事業 3,449,000

３．各種制度の周知

社会福祉事務運営事業 ー 有

社会福祉事務運営事業 ー 有

（１）
困窮時に活用することのできる制度の周知を含めた相談体制の

整備を行います。
A

・福祉のしおりを作成し窓口設置し、生活保護の手引きの

窓口設置し制度周知に努めた。

福祉課（２）
生活困窮者への包括的な支援を行うため、与那原町社会福祉協

議会やハローワークなどの関係機関との連携強化に努めます。
A

・社協との定例連絡会等により、連携を深めた。また、生

活保護申請についても適切に対応し、南部福祉事務所に進

達した。

・生活困窮者への包括的な支援を行うため、関係機関との

連携強化を図る。

福祉課
・広報誌等により福祉活動について周知する。

・国民年金制度の周知及び手続支援を行う。

・地域支援コーディネーターによる地域との連携強化を図

る。
福祉課

・制度等の周知に継続的に取り組み、より図られるよう、

設置場所の工夫等に努める。
福祉課

・各種団体へ補助を行い、支援する。 福祉課

・与那原町社会福祉協議会との連携強化を図り、継続して

周知を図る。

・シルバー活き生きライフサポート事業を実施し、ボラン

ティア人材育成に取り組む。

福祉課

（１）

民生委員・児童委員の活動内容を始めとする福祉活動の積極的

な周知活動を行い、町民に広くその重要性を伝え、福祉意識の

高揚を図ります。

A

・社会福祉協議会、民生委員・児童委員、保護司、更生保

護女性会等福祉活動を行う団体に補助金等を交付し活動支

援を行った。

・民生委員一斉改選に向けて、広報誌や区⾧会等での周知

を行った。

・年金制度の周知に努め、申請者への支援を行った。

（２）

行政で把握できない部分などについては地域全体で支えあうこ

とが重要であることから、区単位での勉強会、各種支援の教授

など町民同士が話しあう機会の創出に努めます。

A
・地域コーディネーターを社協委託により設置し、地域と

の情報共有等に努めた。

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 A

（２）
与那原町社会福祉協議会で実施している「おまかせ会員制度」

を継続するとともに制度の周知強化に努めます。
A

・制度周知に努めた結果、お任せ会員、任せて会員ともに

増加している。

・シルバー活き生きライフサポート事業を実施し、ボラン

ティア人材育成に取り組んだ。

（１）
民生委員・児童委員など次世代を担う人材の確保や育成、関係

団体への支援などを行います。
A

・各種団体等への補助を行い人材育成に努め、社会打福祉

協議会と定例会議を行い、民生委員・児童委員協議会の定

例会、勉強会にも出席し、現在の福祉行政を取り巻く環境

の情報共有に努めた。



別紙

基本目標 ３ 笑顔あふれるやさしいまち
 施策分野 ３ʷ③ 障がい者（児）福祉 【総計６８ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

１．社会参加と交流の場づくり

交流センター（ひざし）運営事業 5,671,134 有

地域生活支援事業（障害） 99,996 有

交流センター（ひざし）運営事業 5,671,134 有

自立支援給付事業 649,598,909 有

２．地域で支える仕組みづくり

新しい公共交通検討事業 7,928,980

心身障害者福祉事務運営事業 ー 無

事務局運営事業 ー 無

３．障がい者（ 児） を経済的に支える仕組みづくり

自立支援給付事業 65,988,722 有

重心医療費助成事業 27,411,803 有

有

（１）
医療費助成、更生医療、育成医療など医療費に係る経済的負担

を軽減し、障害年金や手当などの周知徹底を図ります。
A

・該当者に制度周知を行うとともに、重度心身障害者医療

費助成については自動償還払いを導入し、姿勢負担軽減を

図った。

・引き続き、制度周知を行うとともに対象となりそうな方

への個別の情報提供を行う。
福祉課

福祉課

（２）

障がい者（児）などが安心して生活できる地域社会をつくるこ

とを目指すノーマライゼーションの理念のもと、障がいのある

人に対する理解の促進に継続して取り組みます。

B
・交流センターひざしの諸活動、庁舎における就労事業所

作成物品販売会を通し理解促進に努めた。

・就労事業所販売会を実施する。

・就労事業所連絡会設立に向けた準備を行う。

・コロナの影響で昨年度は中止した福祉まつりを開催す

る。

・障害者（児）の社会参加のため介護・訓練等給付事業を

支給決定する。

福祉課

・身体障害者スポーツ大会へ参加する。

・ひざしにおける各種クラブ活動を行う。

・ｍｉｘスポーツ事業を行う。

・令和3年度も幼稚園と連携し、臨床心理士や特別支援教育

コーディネーターを活用しサービスの充実を図る。
学校教育課

・障がい者の外出を促進し、交流が活性化するよう町内バ

ス実証実験を継続する。

・対象施設の把握を行い、必要に応じ担当課に対し助言等

を行う。

福祉課

・相談対応を継続して実施するとともに、事業所立ち上げ

に有益な情報提供等を行う。
福祉課

（１）

障がい者（児）スポーツなど、町内において障がい者（児）参

加型のイベントを実施するなど、障がいへの理解と交流を促進

します。

A

・身体障害者スポーツ大会への参加、交流センターひざし

における各種クラブ活動などを通し理解と交流を促進し

た。           ・ミックススポーツを新規に

開始し、運動機会の確保を図った。

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由

（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価す

る。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 A

（２）
地域社会で障がい者（児）の生活などを支えるNPO 団体などの

設立により、気軽に相談できる体制の構築に努めます。
A ・相談事業所設立等の相談に応じ、環境整備に努めた。

（１）
障がい者（児）が地域で快適な生活を送ることができるよう施

設のバリアフリー化など、環境整備に取り組みます。
A

・障がい者の外出を促進し、交流が活性化するよう町内バ

ス実証実験を行った。

・対象施設の把握を行い、新庁舎についてバリアフリー化

の助言を行った。

（３）

町内の各保育所や幼稚園、学校における心理士・作業療法士な

どの専門職を活用し、障がい児に対する支援の充実やその保護

者のケア充実を図ります。

A

・学校教育課の臨床心理士が巡回し、特性のある児童につ

いては知能検査を実施し、保護者へのフィードバックを行

うとともに、幼稚園へのアドバイスを行った。



別紙

基本目標 ３ 笑顔あふれるやさしいまち
 施策分野 ３ʷ④ 高齢者福祉 【総計７１ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

１．高齢者の生きがいづくり

地域支援事業（社会保障充実分） 5,032,000 有

老人福祉事務運営事業 1,484,000 有

新しい公共交通検討事業 7,928,980 有

地域支援事業（総合事業） 592,000 無

老人福祉事務運営事業 1,484,000 有

２．介護予防等事業の取り組み

地域支援事業（総合事業） 26,297,314 有

３．高齢者を支える仕組みづくり

地域支援事業（社会保障充実分） 8,781,750 有

シルバー生き活きライフサポート事業 3,449,000 有

新しい公共交通検討事業 7,928,980 有 福祉課（２）

支援が必要な高齢者に対し、買い物支援などの適切なサービス

提供が行えるよう、地域で高齢者を支える各種取り組みに努め

ます。

A

・シルバー生き活きライフサポート事業を通し、高齢者の

買い物同行支援や樹木の伐採等を行った。

・高齢者の外出を促進し、買い物等がしやすくなるよう町

内バス実証実験を行った。

・シルバー生き活きライフサポート事業による継続した高

齢者支援を行う。

・高齢者の外出を促進し、買い物がしやすくなるよう町内

バス実証実験を継続します。

福祉課

福祉課（１）

増加傾向にある認知症に関する知識の普及を図るとともに、地

域や認知症サポーターなどによる見守り体制を推進し、認知症

高齢者などを支える仕組みづくりに取り組みます。

A

・地域コーディネーターを与那原町社会福祉協議会委託に

より設置し、地域との情報共有等に努めた。

・認知症地域支援推進員を配置し、認知症サポーター養成

講座や認知症カフェを実施し、普及啓発に努めた。

・個別具体的な相談に応じ、認知症のある方に支援を行っ

た。

・在宅医療介護連携事業を実施し、在宅介護の充実を図っ

た。

・地域支援コーディネーターによる地域との連携強化を図

る。

・認知症サポーター養成講座を実施する。

・認知症カフェを実施する。

・在宅医療介護連携事業を実施し、在宅介護の充実を図

る。

（１）

心身機能の状態を把握し、個々の状態に合わせて心身機能の維

持・改善に取り組み、要介護状態への移行や重度化の抑制を図

るなど、介護予防等事業を推進します。

A

・要支援者等の個々の状態に合わせたパワーリハビリ事業や水中

でのトレーニングのパワースイム事業を実施した。

・各区における元気アップ教室や体力測定イベントを実施した。

・観光交流施設のトレーニング室を活用したパワーアップ教室を

実施した。

・高齢者向けの健康づくりや栄養バランスに特化した料理教室を

開催した。

・趣味を通しての健康づくりとして、水中運動教室やボウリング

教室を実施した。

・運動のきっかけづくりの為のビューティートレーニング教室

（カーブス）を実施した。

・その他ふれあいサロン、料理教室等を実施した。

・介護予防・日常生活支援サービス事業であるパワーリハ

ビリ事業やパワースイム事業を継続して実施する。

・自立の高齢者向けである一般介護予防事業（元気アップ

教室やパワーアップ教室等）を継続して実施する。

・その他ふれあいサロン、料理教室等を実施する。

福祉課

（２）

各公民館で実施しているミニデイを継続するとともに、老人ク

ラブ加入者を増加させるため、取り組みの強化や呼びかけなど

周知徹底に努めます。

A

・与那原町社会福祉協議会を通してミニデイを支援し、充

実に努めた。

・町老人クラブ、適正老人クラブへの補助を行い活性化を

図った。

・継続的なミニデイ支援を行うとともに内容が充実するよ

う関係者間の情報交換等を促す。

・町老人クラブ、適正老人クラブへの補助を行い活性化を

図る。

福祉課

・地域支援コーディネーターによる地域との連携強化を図

る。

・町老人クラブ、適正老人クラブへの補助を行い活性化を

図る。

・高齢者の外出を促進し、交流が活性化するよう町内バス

実証実験を継続する。

（１）

高齢者が生き生きと地域で暮らすことができるよう、関係機関

と連携して、高齢者が幅広い世代と交流できるような機会づく

りと環境整備に努めます。

A

・地域コーディネーターを与那原町社会福祉協議会委託に

より設置し、地域との情報共有等に努めた。

・町老人クラブ、適正老人クラブへの補助を行い活性化を

図った。

・高齢者の外出を促進し、交流が活性化するよう町内バス

実証実験を行った。

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 A



基本目標 ４ 快適に暮らせる美しいまち
 施策分野 ４ʷ① 市街地の整備・活用 【総計７４ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

１．魅力ある新たな都市空間の創出

東海岸地域サンライズ推進協議会 500,000 有

PPP/PFI導入可能性調査業務 12,954,810 無

都市再生整備計画事業 619,563,000 有

PPP/PFI導入可能性調査業務 12,954,810 無

２．水辺空間の魅力向上

与原19号線道路整備事業 57,655,000 有

観光地美化・緑化きれいなまちづくり事

業
11,073,000 有 まちづくり課

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

まちづくり課

・与原土地区画整理事業を推進するため、準備会と連携し

ながら都市計画等の手続きの事前調整を図り、令和5年度の

組合設立に向けて取り組む。

・市街化区域編入に向けた調整を沖縄県と行う。

・市街化区域編入に向けた調整を沖縄県と行う。

・東浜地域の民間事業者と連携した土地利用について検討

を行う。

まちづくり課

企画政策課

（２）
都市再生整備計画などを策定し、コンパクトで魅力ある市街地

の形成を図ります。

・沖縄県と連携し大型MICEエリア振興に関する協議会を開

催した。

・マリンタウン地区にある公有地について、先導的官民連

携事業を実施し、民間企業と連携した土地利用の可能性に

ついて調査を行った。

・区画整理事業の準備会の総会及び役員会に参加した。

・中城湾港港湾計画変更に向けた検討会議への参加した。

A

・水路や海岸沿いの遊歩道整備率を向上するため、継続し

て与原19号線道路整備事業に取組む。

・引き続き草刈及び清掃等を実施し水辺空間としての魅力

向上を図っていく。

・都市再生整備計画を策定した。

・計画内容に沿って、町民ホール建設のための交付金の申

請を行い交付決定を受けた。

・引き続き都市再生整備計画の内容を実施する。

・R3年度は町民ホールを案内する案内板設置工事、軽便駅

舎周辺道路にカラー舗装工事や親川広場周辺道路の石張り

舗装設計を実施する。

（１）
水路や水辺については、町民の憩いの場の提供や観光振興にも

資する水辺空間としての魅力向上を図ります。
A

・与原19号線の整備に向けて、一部護岸の工事を実施し、

公有水面埋立て申請に必要な環境影響調査をおこなう事が

出来た。

・一括交付金を活用し、町内観光ルートの草刈り・清掃等

を実施した。

・沖縄県の担当部局とも調整しながら、引き続き土地の有

効利用について検討する。

・東浜地域の民間事業者と連携した土地利用について検討

を行う。

（３）
土地の有効活用を図り、市街地再開発に向けた取り組みを推進

します。
A

・令和元年度に実施した可能性調査の内容を基に、土地の

有効利用に向けた計画策定を検討した。

・マリンタウン地区にある公有地について、先導的官民連

携事業を実施し、民間企業と連携した土地利用の可能性に

ついて調査を行った。

評価 A

（１）
大型MICE 施設と関連した新たな賑わいを目指したまちづくり

を推進します。
A

まちづくり課

企画政策課



基本目標 ４ 快適に暮らせる美しいまち
 施策分野 ４ʷ② 道路環境の整備 【総計７６ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

１．道路ネットワークの構築

東海岸地域サンライズ推進協議会 500,000 有

２．安全で快適な道路環境の整備

上与那原前の井線道路整備事業 33,490,000 有

与原19号線道路整備事業 57,655,000 有

上与那原19号線道路整備事業 52,580,000 有

東海岸地域サンライズ推進協議会 500,000 有

自転車環境調査業務 1,375,000 無

道路及び側溝修繕工事 8,783,940 無

３．計画的な維持管理と⾧寿命化の推進

与那原町内橋梁修繕設計委託業務 60,000,000 無

企画政策課

まちづくり課

・県道糸満与那原線のバイパス整備について関係市町と連

携しながら、県とルート案や事業スケジュールなどについ

て協議を行う。

・与那原バイパスについては、引き続き早期４車線完全供

用に向けて要請を実施するとともに、暫定供用開始の調整

を行う。

・沖縄県と連携して大型MICE施設の受け入れ環境の整備に

ついて検討を行う。

・修繕設計が完了した橋梁の修繕工事を実施する。

・5年に1度実施する橋梁等⾧寿命化点検調査業務を発注

し、与那原町内の橋梁の健全度を把握する。

まちづくり課（１）
計画的な維持管理に努め、道路施設の⾧寿命化に取り組みま

す。
A

・橋梁の⾧寿命化修繕計画に基づく、修繕設計を基に修繕

工事の予算を要求したが、国からの当初予算が配分され

ず、年度末に補正予算が配分されたことから、令和2年繰越

予算で令和3年度に修繕工事を発注する。

（１）

与那原交差点における慢性的な交通渋滞の緩和や大型MICE 施

設の交通需要に対応するため、国や県、周辺自治体の関係機関

との調整や協議などを通じて広域道路ネットワークの推進を図

ります。

A

・関係市町と連携を図り、県へ道路整備（ゆめなり線、糸

満与那原線を補完する道路）を要請した。

・与那原バイパス早期の４車線開通に向けて、国へ要望

し、令和3年度末予定の暫定2車線供用開始に向け適宜協議

した。

・大型MICE施設の交通需要について検討するため、沖縄県

と連携して、大型MICEエリア振興に関する協議会を開催

し、検討を行った。

・各種道路の早期供用開始へ向けて取組む。

・上与那原19号線は、用地補償及び物件補償を推進して、

令和4年度の工事完了を目指す。

・上与那原前の井線は事業費が少ないため次年度に向け

て、調整を実施する。

・与原19号線は前年度の環境影響調査の結果を反映させ、

公有水面埋立て申請の願書を作成する。

・東海岸地域サンライズ推進協議会自転車ルートについて

の周知を行う。また、看板設置により用環境の向上を図

る。

・自転車環境調査に基づき、自転車ネットワーク計画策定

に向けた取り組みを行う。

企画政策課

まちづくり課

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 A

・新規採択予定の路線も歩行者にやさしい設計を推進し、

誰もが利用しやすい道路環境整備に取組む。

・道路で危険な箇所があれば早急に修繕を実施する。

まちづくり課

（１）
歩行しやすい環境や自転車利用の促進に向けて誰もが利用しや

すく安全で快適な歩行・道路環境の整備に取り組みます。
A

・上与那原前の井線は終点側の一部工事を着手することが

出来た。

・与原19号線の整備に向けて、一部護岸の工事を実施し、

公有水面埋立て申請に必要な環境影響調査をおこなう事が

出来た。

・上与那原19号線は用地測量等を発注し、用地補償及び物

件補償の交渉を開始した。

・東海岸地域サンライズ推進協議会にて東海岸地域の広域

自転車ルートについてパンフレットを作成し周知を行っ

た。。

・町内の自転車環境についての基礎調査を実施した。

（２） 道路環境のユニバーサルデザインを推進します。 A

・危険箇所点検や行政懇談会などでの要望のあがった事案

に対応した。

・東浜の歩道に設置してある視覚障害者誘導ブロックが割

れて歩行者が危険な状態となっていたのを修繕する事が出

来た。



基本目標 ４ 快適に暮らせる美しいまち
 施策分野 ４ʷ③ 交通環境の充実 【総計７８ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

１．公共交通の充実

新しい公共交通検討事業 7,928,980 有

生活バス路線確保対策補助事業 1,154,000 有

公共交通利用促進事業 19,200 有

生活バス路線確保対策補助事業 1,154,000 無

公共交通利用促進事業 19,200 有

公共交通利用促進動画制作事業 3,636,600 無

公共交通シンポジウム事業 899,999 有

新たな公共交通広域連携検討事業 4,488,000 有

２．交通に対する意識改革

公共交通シンポジウム事業 899,999 有

公共交通利用促進動画制作事業 3,636,600 無

３．交通関連計画の推進

交通戦略推進事業 0 有

（１）

交通の円滑化、魅力あるまちづくりに向けた各種交通政策を総

合的、戦略的に展開するため、与那原町総合交通基本計画や与

那原町地域総合交通戦略などの交通関連計画を推進します。

B

・与那原町交通施策検討協議会についてはコロナの状況に

より開催ができなかったが、中間評価については作成し

た。

・与那原町交通施策検討協議会を開催し、中間評価を行

う。
企画政策課

企画政策課

福祉課

（３）
大型MICE 施設に関連した広域移動の需要の増加が見込まれる

ため、新たな公共交通の導入を検討します。
A

・南風原町、那覇市と連携し新たな公共交通について調査

事業を実施した。

・広域交通に関して南部広域市町村圏事務組合の事業に連

携して取り組んだ。

・令和2年度に実施した新たな公共交通の検討調査業務につ

いて、引き続き調査を実施する。

・広域交通について南部市町村圏事務組合で検討する。

企画政策課

・アンケート等によりニーズを把握する。

・本格運行の是非について検討する。

・生活バス路線の維持とオキカ販売による公共交通の推進

に取り組む。

・公共交通空白地域の解消に向けて取り組みを実施する。

・生活バス路線の維持とオキカ販売による公共交通の推進

に取り組む。

・公共交通利用促進動画を使用した公共交通利用促進を行

う。

・自動車だけでなく他の交通の利用促進を図る意識啓発を

行う事業を実施する。（シンポジウム等）

企画政策課

・自動車だけでなく他の交通の利用促進を図る意識啓発を

行う事業を実施する。（シンポジウム等）

・公共交通利用促進動画を使用した公共交通利用促進を行

う。

企画政策課

（１）
公共交通空白地域の解消や移動が困難な高齢者などの交通弱者

にやさしい交通移動の確保に取り組みます。
A

・前年度に引き続き町内バス実証実験に取り組み、ルート

を変更し、時間短縮及びバス停箇所数増を行う等改善に努

めた。

・生活バス路線について補助を行い町民の移動手段の確保

を行った。

・オキカを町役場内で販売し公共交通の利用促進を行っ

た。

・新規路線について民間事業者のと協議検討を行った。

（２） 公共交通利用環境の向上に取り組みます。 A

・生活バス路線について補助を行い町民の移動手段の確保

を行った。

・オキカを町役場内で販売し公共交通の利用促進を行っ

た。

・公共交通利用促進動画を作成した。

・公共交通シンポジウムを開催した

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 A

（１）
安全で快適な交通環境の構築に向け、自動車依存体質から脱却

するために啓発などを通じて、意識改革に取り組みます。
A

・公共交通シンポジウムを開催し、町民の意識啓発を行っ

た。

・公共交通利用促進動画を作成した。



基本目標 ４ 快適に暮らせる美しいまち
 施策分野 ４ʷ④ 計画的な土地利用の推進 【総計８１ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

１．都市計画マスタープランの推進

大見武地区市街化調整区域内地区計画策

定業務委託
2,700,000 無

２．機能性の高い都市空間の形成

３．地域特性を活かした景観形成

与原19号線道路整備事業 57,655,000 有

４．安定した土地利用の確保

土地利用届出事務 - 無 ・次期沖縄振興計画の検討と合わせて、土地利用について

も検討を行う。

・一定規模の土地利用について、申請に基づき適正な土地

利用の促進を行う。

企画政策課（１）

本町の自然的や社会的、経済的や文化的条件などに配慮した将

来土地利用の方針を実現するため、与那原町国土利用計画に基

づき地域特性を活かした土地利用を推進します。

B

・次期沖縄振興計画の議論の中で東海岸地域一体となった

土地利用の検討をおこなっつた。

・一定規模の土地利用について、申請に基づき適正な土地

利用の促進を図った。

まちづくり課

（３）
市街化調整区域の開発行為については、関連法令や条例などを

遵守し、慎重に精査・検討を行います。
A

・市街化調整区域の開発行為について、沖縄県と情報共有

を行い、慎重に精査・検討を行った。

・引き続き調整区域での開発行為について、慎重に精査・

検討を行う。
まちづくり課

（２）
魅力的なまちづくりに資する方針と施策を定めた、与那原町景

観計画を推進します。
A

・町全域に掛かっている景観計画を運用し、届出対象とな

る行為について、緑比率や緑地率、建物や工作物の明度

等、景観に関する調整を実施し、申請者へ対して適切に指

導した。

・引き続き適切に景観計画を推進し運用する。

まちづくり課

まちづくり課（１）
本町の魅力的な景観を保全・活用し、まちの魅力向上を図りま

す。
A

・本町の魅力である東浜水路の景観を活かして、水路沿い

を散策し、自然に親しめるよう与原19号線（遊歩道）の整

備（一部工事）を実施した。

・引き続き事業を推進し、早期供用開始を目指す。

（１）
用途地域の見直しや地区計画などの都市計画制度を活用し、機

能性の高いまちづくりを推進します。
A

・東浜地区において定められている地区計画について、適

切に運用した。

・沖縄県の区域区分見直しに伴う、市街化区域への編入の

可能性について調整を実施し、用途地域の見直し検討を

図った。

・引き続き適切に東浜地区の地区計画の運用をする。

・沖縄県と区域区分見直しに伴う、用途地域の変更につい

て引き続き調整を行う。

まちづくり課

（２） 地域特性を活かした土地利用の検討を図ります。 A
・大見武への市街化調整区域における地区計画導入の推進

を図った。

・引き続き地区計画導入を進め、地域特性を活かした土地

利用の推進を図る。
まちづくり課

・引き続き都市計画マスタープランを推進する。（１）
建設に関する基本構想や都市計画区域の整備、開発や保全の方

針に即した都市計画マスタープランを推進します。
A

・都市計画マスタープランに掲げている方針のひとつであ

る、大型MICE施設支援地区の実現に向けた土地区画整理事

業の推進を図った。

・市街化区域拡大検討地区に位置付けられている大見武へ

の地区計画導入の推進を図った。

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 A



基本目標 ４ 快適に暮らせる美しいまち
 施策分野 ４ʷ⑤ 上水道 【総計８４ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

１．施設の改修整備

与那原町水道事業（水道施設の修繕） 43,046,000 有

２．非常時や災害に備えた整備

与那原町水道事業 2,500,000 無

与那原町水道事業 ー 無

３．漏水防止対策

与那原町水道事業（漏水防止対策） 26,649,594 無

４ ．水質事故の防止

与那原町水道事業（毎日検査） 492,000 有

与那原町水道事業（毎月検査） 3,740,000 無

上下水道課（２）
法令に基づき、定期的に定められた項目の検査を行うことによ

り水質事故の防止に努めます。
A

・法令に基づき定められた項目の検査を行い水質事故防止

に努めた。

・今後も法令に基づき定められた項目の検査を行い水質事

故防止を行う。

（１）
水質検査計画に基づき、毎日の水質検査を継続し、安心で安全

な水道水を提供します。
A

・毎日の水質検査を継続し、安心で安全な水道水を提供で

きた。

・今後も毎日の水質検査を継続し、安心で安全な水道水の

提供を行う。

上下水道課
・今後も更新計画に基づき、老朽化した施設の改修整備を

行う。

・今後も漏水調査により漏水箇所の早期発見、早期修繕を

実施をする。
上下水道課

・今後も非常時には適切な応急処置や迅速な復旧を行える

体制を整える。
上下水道課

・今後も災害に備え、水道施設への被害を最小限に抑える

ため整備を行う。

上下水道課

上下水道課

（１）

水道施設情報管理システムを活用し、日常的な保守管理と配水

管理を適切に行うとともに老朽化した施設の更新計画に基づ

き、改修整備を行います。

A
・大見武地内送水管布設替工事ならびに港地内配水管布設

替詳細設計業務を行った。

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 A

（１）
漏水調査を定期的に行い、漏水箇所の早期発見、早期修繕を実

施し、漏水防止対策に努めます。
A

・漏水調査により漏水箇所の早期発見、早期修繕を実施す

ることができた。

（１）
漏水や停電などの非常時においては、適切な応急措置や迅速な

復旧を行える体制を整えます。
A

・非常時には適切な応急処置や迅速な復旧を行える体制を

整えた。（休日・夜間時の緊急携帯電話対応や緊急連絡先

一覧表の作成）

（２）
地震や台風などの災害に備え、水道施設への被害を最小限に抑

えるための整備を行います。
B

・災害時に備え、水道施設への被害を最小限に抑えるため

の整備を行った。（災害時緊急連絡先一覧表の作成）



基本目標 ４ 快適に暮らせる美しいまち
 施策分野 ４ʷ⑥ 下水道 【総計８６ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

１．下水道整備の推進

与那原町公共下水道事業（下水道整備の

推進）
38,364,780 有

２．浸水対策

与那原町公共下水道事業（渇水対策） 245,126,800 有

３．下水道接続率の向上

与那原町公共下水道事業（広報） ー 有

与那原町公共下水道事業（戸別訪問） ー 有

（１）
下水道事業の仕組みや必要性の理解を得るため、広報紙などを

活用し周知を図ります。
B ・広報紙を活用して周知を行った。

上下水道課（２）
戸別訪問を継続的に実施し、下水道接続に対する町民への協力

を促します。
B ・各行政区を２、３ヶ月に1度にて各個別訪問の実施。 ・今後も幅広く個別訪問を行う。

上下水道課

上下水道課・下水道整備面積の拡大に努める。

・下水道事業による雨水管整備により浸水対策を図る。 上下水道課

・今後も幅広く広報活動を行う。

（１）

町民が快適に水と親しめる空間を創出できるよう下水道整備を

推進し、公共用水域への生活排水の流出を抑え、水質保全に努

めます。

A
・当添地内汚水管布設工事及び磁気探査業務委託を行っ

た。

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 A

（１）
頻発する都市型集中豪雨などから町民の生命や財産を守るた

め、下水道整備による浸水対策に努めます。
A

・江口地内にて雨水管布設工事及び磁気探査業務を行っ

た。

・次年度以降の計画の為、設計業務委託を行った。



基本目標 ４ 快適に暮らせる美しいまち
 施策分野 ４ʷ⑦ 公園・緑地の推進 【総計８８ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

１．適正な公園面積の確保や街路樹などの整備

与原公園整備事業 ー 無

観光地美化・緑化きれいなまちづくり事

業
11,073,000 有

公園清掃及びトイレ清掃 9,411,000 無

道路維持管理人夫賃金 10,647,000 無

２．賑わいを創出する公園の整備

公共還元型収益施設可能性調査事業 ー 有

与那原町公園施設更新・修繕事業 5,170,000 無

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 A

まちづくり課

（２）
老朽化した公園の改修に取り組むなど、魅力ある公園施設の整

備に努めます。
A

・与那原町公園施設⾧寿命化策定計画に基づき、公園遊具

点検調査結果をもとに劣化の度合いを判定し、応急措置、

本格的措置の検討を行い、必要な措置を講じた。

・引続き点検・調査を行い、結果に応じて必要な措置を講

じる。

・老朽化した公園遊具の更新を検討する。

・与那古浜公園内園路へゴムチップ舗装の整備を検討す

る。

まちづくり課

（１） 公園施設内への公共還元型収益施設を推進します。 A

・近隣市町村や知識の豊富なコンサルタント業者へヒヤリ

ング等を実施した。

・公園施設へ公共還元型収益施設を取り入れるため、新し

い事業へ取り組んだ。

・先導的官民連携支援事業（国土交通省）の中で可能性調

査を行って、関係各課及び住民説明会等を開催して、カ

フェ等が設置可能か検討し、与那古浜公園の利便性向上を

図る。

まちづくり課

（２）
可能な限り街路樹などの整備を行い、緑豊かなまち並みの形成

に取り組みます。
B

・新たな街路樹の整備は、財政的に難しいが、既存の街路

樹や公園などの適正な管理に努めた。

・既存の街路樹を適正に管理し、緑豊かな街並みの形成に

取組む。
まちづくり課

（１）
適正な公園面積を確保するため、公園の区域拡大や新しい公園

などの整備を推進します。
A

・与原公園区域拡大事業を推進するため、地権者へ説明等

を重ね同意を得られた。

・住民への説明会を実施し、都市計画決定を行い、事業認

可を進め、事業の推進を図る。



基本目標 ４ 快適に暮らせる美しいまち
 施策分野 ４ʷ⑧ 住宅政策 【総計９０ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

１．住宅困窮者に対する優先的な入居

町営住宅管理事業 958,000 有

町営住宅管理事業 958,000 有

２．計画的な維持管理による⾧寿命化の推進

町営住宅管理事業（修繕費・委託等） 7,102,000 有

町営住宅管理事業 6,358,000 有

３．地域の活性化や安心・安全で快適な住宅環境の整備

住宅リフォーム支援事業 2,210,000 無

住宅リフォーム支援事業 2,210,000 無

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 A

公共施設課

（２） 入居・退去時における空き室期間の短縮に努めます。 A

・入居手続きの際に書類審査が時間を要するため、1位待機

者には空き部屋の有無に関係なく、事前に書類審査を行

い、入居手続きに要する時間を短縮できるよう工夫した。

・退去時の入居者による修繕業者の選定などにも時間を要

するため、修繕業者の紹介を行うなどして空き室期間の短

縮に努めた。

・令和３年度についても、入居・退去時における空き時間

の短縮に努める。
公共施設課

（１）
低額所得者や高齢者、多子世帯などの住宅困窮者に対し、町営

住宅への優先的な入居を図ります。
A

・8月に町営団地空家待ち入居者募集を行い、申込件数が町

営江口団地が28件、町営阿知利団地が12件あり、9月に抽

選会を実施した。

・令和2年度で新規入居者が江口団地で５件・阿知利団地で

２件となった。

令和３年度についても、住宅困窮者に対し、町営住宅への

優先的な入居を図る。

まちづくり課

（２） バリアフリーに配慮した住宅環境の整備を推進します。 A
・国、県の補助金を活用し、令和2年度は12件のリフォーム

を町内の5事業者で対応した。
・バリアフリーに配慮した住宅環境の整備を推進する。 まちづくり課

（１） 地域の事業者を活用した住宅リフォームを支援します。 A

・国、県の補助金を活用し、令和2年度はコロナウイルスの

影響もあり昨年度より減少したが、12件のリフォームを町

内の5事業者で対応した。

・令和3年度もコロナウイルスの影響で申請数が少ない可能

性があるが、事業の実施については、引き続き地域の事業

者を活用し、町民の住宅リフォームを支援する。

公共施設課

（２）
公営住宅等⾧寿命化計画を策定し、予防保全的な管理を行い、

ライフサイクルコスト（LCC）の縮減に努めます。
A ・補助事業を活用し、公営住宅⾧寿命化計画策定。

・公営住宅の計画的な修繕、改善や補助事業の活用等によ

り、コストの縮減、建物の⾧寿命化を図る。
公共施設課

（１）
定期的な保守点検を行い、早期の修繕、設備の更新に努めま

す。
A

・昇降機や消防設備など定期的な保守点検を行い、更新や

異常があった場合には報告を受けて、早期の修繕や更新に

努めた。

・令和３年度についても、定期的な保守点検を行い、早期

の修繕、設備の更新に努める。



基本目標 ４ 快適に暮らせる美しいまち
 施策分野 ４ʷ⑨ 公共施設マネジメント 【総計９２ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

１．効率的な施設管理の推進

公営住宅⾧寿命化計画 6,358,000 有

各課施設 保守管理業務 71,537,000 有

２．安心・安全で快適な公共施設の整備

新庁舎整備事業 1,817,422,000 有

新庁舎整備事業 1,817,422,000 有

新庁舎整備事業 1,817,422,000 有

新庁舎整備事業 1,817,422,000 有

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 A

公共施設課

（２）
事務の効率化や管理コストの削減を図るため、各施設の維持管

理業務を集約し包括管理を行います。
B

・平成30年度より、公共施設課にて、各課が保有している

施設の保守管理業務及び維持管理業務が集約され、保守契

約・修繕業務などを実施している。今年度においては、同

業務を実施し事務効率化に努めた。また、次年度におい

て、集約できる保守業務の検討を行った。

・これまで実施してきた各施設の保守管理・維持管理を行

い事務効率化を図る。また、他市町村での参考事例の情報

収集に努め、今後の施設管理の包括管理に向け検討を行

う。

公共施設課

（１）

財政支出の平準化による財政負担の軽減や施設の⾧寿命化を図

るため、各施設の更新時期を踏まえた個別施設計画を策定しま

す。

A
・学校施設及び公営住宅において、令和2年度に⾧寿命化計

画を策定

・令和２年度、学校施設、公営住宅の⾧寿命化計画を策

定。策定内容を精査し改修時期や補助事業の活用について

検討を進め、財政負担の軽減、計画に沿った修繕・更新計

画を実施する。

公共施設課

（４）
すべての住民にひらかれ、親しまれ、協働・連携し、未来へ繋

がるやさしい公共施設を整備します。
A

・平成29年度の与那原町庁舎建設基本構想・計画に掲げら

れている基本理念を念頭に、令和元年～令和2年度において

庁舎建設工事を実施。令和3年3月末工事完了。令和3年5月

より新庁舎供用開始。

・今後の施設整備に当たり、引き続き、左記の基本理念を

念頭に施設整備に努める。
公共施設課

（３）

（１）
住民サービス向上や管理コストの削減を図るため、公共施設の

集約化を図ります。
A

上下水道課・生涯学習振興課を新庁舎に集約し、住民サー

ビスの向上や管理コストの縮減を目指し、令和元年～令和2

年度において庁舎建設工事を実施。令和3年3月末工事完

了。令和3年5月より新庁舎供用開始。

・今後の施設整備においても、住民目線に立ち、住民サー

ビス向上や管理コストの削減を図れるよう努めて行く。

（２） 旧耐震基準の施設については、計画的な更新に努めます。 A

・旧耐震基準であった、旧庁舎の解体工事を行い、令和元

年～令和2年度において庁舎建設工事を実施。令和3年3月末

工事完了。令和3年5月より新庁舎供用開始。

・公共施設等総合管理計画において、各施設の築年数が取

りまとめられており、給食センター、浜田公民館等が旧耐

震基準（S56以前）の施設となっている。関係課と連携し

検討を進める。

公共施設課

障がい者や高齢者、妊婦などに配慮した施設を整備します。 A

・新庁舎及び町民ホールの整備事業に伴い、基本設計にお

いてバリアフリー・ユニバーサルデザインの検討し、令和

元年～令和2年度において庁舎建設工事を実施。令和3年3月

末工事完了。令和3年5月より新庁舎供用開始。

・今後の施設整備に当たり、引き続き、バリアフリー・ユ

ニバーサルデザイン計画を考慮した、施設整備に努める。
公共施設課



基本目標 ５ ひと」と「人」とが綱がる安心・安全なエコタウン
 施策分野 ５ʷ① 消防・救急  【総計９６ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

１．消防・救急・救助体制の充実強化

東部消防組合負担金 270,051,000 有

東部消防組合負担金 270,051,000 有

東部消防組合負担金 270,051,000 有

２．火災予防対策の推進

東部消防組合負担金 270,051,000 有

３．消防団の充実強化

東部消防組合負担金 270,051,000 有

総務省消防庁・消防団無償貸し付け車両

整備事業
ー 無

生活環境安全課

（２）
女性防火クラブや幼年消防クラブなどを支援し、火災予防対策

の推進に取り組みます。
B

・東部消防本部の出初式に幼年防火クラブ（保育園児）を

招いて救助訓練等の消防活動の紹介などを行い連携を図っ

た。

・継続して支援を行うとともに出初式へ招待し、連携して

火災予防体対策を推進する。
生活環境安全課

（１）
東部消防組合や消防団員と連携しながら住宅用火災報知器の普

及促進に取り組みます。
B

・東部消防本部予防課と民生児童員で高齢者世帯を訪問し

警報機設置の案内を行った。

・消防団訓練に住宅火災報知器の普及活動の調整をしたも

のの、新型コロナウイルスの影響で実施までは至らなかっ

た。

・消防本部予防課へ民生委員・児童委員との普及活動の継

続の依頼を行う。

・消防団へ火災報知器の普及活動の協力依頼を行う。

・広報誌への住宅用火災報知機設置の記事掲載を行う。

・老人会等へ住宅用火災報知機設置の案内を行う。

生活環境安全課

（１）

消防団の認識・活動の理解を深めるため、ホームページや SNS

などを活用した PRを図り、消防団員確保に向けた取り組みを

支援します。

A
・消防本部警防課において、３町の商工会へ消防団活動の

説明及び募集を行った。

・町のHPに東部消防本部HPのリンクを貼り、東部消防警

防課の協力の上、消防団のPRを行う
生活環境安全課

（２）
消防職員・消防団・自主防災組織などの連携を密にし、多様化

する災害に対応できる体制の強化に努めます。
A

・総務省消防庁の消防団無償貸し付け車両の貸付決定を受

け、消防団専用救助用機材・小型動力ポンプ搭載多機能車

両の整備を行った。

・消防団専用多機能搭載車両を活用した消防団訓練を行う

生活環境安全課・次年度以降の事業予定無し。（３）
老朽化した東部消防組合本部については、構成自治体と協議し

ながら建替えに向け、取り組みます。
A

・構成3町と協議を行い、東部消防本部の本庁舎建て替えの

建設事業に係る負担金の支出を行った。

令和2年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 A

生活環境安全課

・東部消防組合本部と構成3町にて活動内容を確認の上、必

要に応じて協議を行う。
生活環境安全課

（２）
迅速かつ的確な消防活動を行うため、消防・救急車両などの更

新や適切な維持管理に努めます。

・消防・救急・救助体制の充実強化のため、東部消防本部

と協議の上、必要に応じた負担金の支給を行った。

A
・東部消防組合本部と構成3町にて活動内容を確認の上、必

要に応じて協議を行う。

（１）
町民の生命や財産を守るため、消防・救急・救助体制の充実強

化に努めます。
A

・消防・救急車両などの更新や適切な維持管理のため、東

部消防本部と協議の上、必要に応じた負担金の支給を行っ

た。



基本目標 ５ ひと」と「人」とが綱がる安心・安全なエコタウン
 施策分野 ５ʷ② 防災・減災  【総計９８ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

１．防災対策の強化

与那原町地震津波避難訓練 ー 無

沖縄観光防災力強化支援事業（防災マッ

プ）
1,969,000 無

災害対策事業・備蓄整備事業 1,015,553 有

２．防災体制の構築

自治会等交付金 612,501 無

自主防災組織活動補助金 607,621 有

沖縄観光防災力強化支援事業（防災テン

ト）
5,726,600 無

沖縄観光防災力強化支援事業（備蓄品

類）
3,443,716 無

沖縄観光防災力強化支援事業（LEDバ

ルーン照明）
9,218,000 無

・避難経路の安全点検等の確認を行う

生活環境安全課

（３）
災害後の避難所設営や復旧作業などを円滑に行うため、災害ボ

ランティアや支援物資の受入体制を整えます。
A

・各避難所(各区公民館）の防災テント、LEDバルーン照明

の購入及び整備をした。

・必要な避難物資を整備して継続して受け入れ態勢を整え

る。
生活環境安全課

（２）
大規模災害時における広域連携が図れる協力体制の構築に努め

ます。
C

・防災に関しては東部消防本部を中心に構成３町連携して

いるが、大規模災害時における協力体制について具体的に

体制が決められなかった。

・協力体制に向けて、東部消防本部を交えて構成3町で意見

交換を行う。

生活環境安全課

生活環境安全課

・災害対策備蓄計画を更新し、整備した備蓄食料品等の更

新計画を作成を行う。
生活環境安全課

生活環境安全課

総務課
（１）

自主防災組織の育成や強化を図り、自らを守る『自助』、お互

いに助けあう『共助』の意識を高めます。
A

・与那原町自主防災組織への活動補助（資機材購入補助・

防犯活動補助）助成を行った。

・自主防災組織の避難訓練への指導協力を行った。

・各区は自治会等交付金を活用し、自主的、主体的な地域

活動の推進を図った。

・自主防災組織の活動の補助（防犯活動及び資機材購入補

助）を行う。

・令和3年度についても、自治会等交付金を交付すること

で、自主的、主体的な地域活動の支援を行う。

（４）
町の上空を通過する航空機の飛来回数の軽減や回避が図れるよ

う、関係機関と連携していきます。
B

・飛行経路等に関し関係機関の確認等を行った。

・庁舎上空通過や航空機飛行騒音が確認できる時は、目視

による飛行経路の確認を行った。一方、飛行回数等の記録

は取っていない。

・航空機飛行騒音確認後に関係機関へ連絡をし、騒音の軽

減を行った。

・関係機関を確認し、原状の確認を行う。

・目視による飛行経路の確認を行い、飛行確認をした日時

の確認記録をとる。また、新庁舎への測定器導入の検討を

行う。

生活環境安全課

（２）

過去に発生した大規模災害や危機事案を検証し、必要に応じて

与那原町地域防災計画や防災マップ、各種マニュアルなどを見

直し、関係機関や町民に周知を図ります。

A
・防災マップの英語版を2,000部、韓国語版1,000部製作

し、製本した。

・防災マップの中国語版（簡体語、繁体語）を製作し、各

1,000部を製本する。
生活環境安全課

・11月5日の地震津波の日に、与那原町地震津波避難訓練

を、町内各学校及び福祉事業所と連携を取り避難場所及び

避難ルートを検証の上、実施する。

（１）
地域や学校、事業所などと連携した防災訓練を通して、防災意

識の向上に努めます。
A

・11月5日（一部施設は11月2日）の地震津波の日に、与那原町地

震津波避難訓練を、町内各学校及び福祉事業所と連携を取り避難

場所及び避難ルートを検証の上、実施したが、新型コロナウイル

ス感染症の影響もあり、中学校は一部参加、高校は不参加となっ

たため参加者が減少した。

43施設、4,020名（保11、幼2、小2、中1、専1、大1、学童8、事

業所12、公5）

（４）
与那原町災害対策備蓄計画に基づいた備蓄食料品の整備を行い

ます。
A

・災害対策備蓄計画に基づき5年整備計画の5年目100％を

整備した。

（３）
避難経路に障害の恐れとなる工作物などの安全点検を行い、安

全な避難経路の確保に努めます。
B

・安全な避難経路を確保しているが、一部除草作業の必要

な経路が2カ所、安全点検を行っていない経路が1か所あり

今後安全点検が必要である。

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 B



基本目標 ５ ひと」と「人」とが綱がる安心・安全なエコタウン
 施策分野 ５ʷ② 防災・減災  【総計９８ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 B

３．来訪者に対する防災・減災

沖縄観光防災力強化支援事業（防災マッ

プ）
1,969,000 無

生活環境安全課

（１）
高層建物所有者の協力のもと、津波避難ビル協定を結び、津波

避難困難地域の解消に努めます。
C

・津波避難困難地域解消のための高層建物の建物所有者の

調査を行っておらず、津波避難ビル協定を結べていない。

・津波避難困難地域の解消対象の高層建物の所有者の確認

を行い、津波避難ビル協定に向けて調整を行う。
生活環境安全課

（２） 来訪者への避難所や避難経路の周知に努めます。 A
・与那原町防災マップ英語版、韓国語版を製作し、各版

1,000部製本した。

・防災マップの中国語（簡体語、繁体語）版を製作し、各

1,000部を製本し、軽便駅舎及び観光交流施設等に配置し無

料配布する。



基本目標 ５ ひと」と「人」とが綱がる安心・安全なエコタウン
 施策分野 ５ʷ③ 防犯・交通安全  【総計１０１ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

１．防犯活動の推進

防犯対策事業（防犯協会補助金） 280,615 有

防犯対策事業（防犯協会補助金） 280,615 有

２．交通安全対策の充実

与那原町交通安全推進協議会 265,000 無

交通安全施設整備事業 2,546,500 有

生活環境安全課

（１）

与那原警察署や与那原地区交通安全協会などと連携し、交通

ルールを守り、交通マナーの向上を図ることで、交通事故発生

の抑制に努めます。

A

・交通安全運動期間に町内巡回し交通安全の広報を行っ

た。通学路において立哨を行い通学路の安全確保した。

・新入学生にランドセルカバーを配布し、交通安全を視覚

的にサポートした。

・交通安全注意喚起の電柱カバー等を設置した。

・交通安全運動期間に町内を巡回し交通安全の広報活動を

行い、通学路での立哨を行い通学路の安全を確保する。

・新入学生にランドセルカバーを配布し、交通安全を視覚

的にサポートする。

生活環境安全課

（２）
ガードレールやカーブミラーなどの交通安全施設の設置や修繕

を行い、交通安全対策に努めます。
A

・危険個所点検にて指摘のあった箇所の改善、区要望によ

る減速帯の取付及びカーブミラー等の修繕を行った。

・危険個所点検及び区からの要望のある個所を、優先順位

をつけ順次改善を行う。

生活環境安全課

（２）

町内における犯罪の未然防止、早期発見・解決を図るため、住

民のプライバシーに配慮しながら防犯カメラの設置を推進しま

す。

A
・貸し出し用簡易設置型感知式カメラ（夜間対応）の周知

を各区へ行った。

・簡易設置型感知式カメラを不法投棄現場に設置や各区へ

の貸し出しや要請による一時設置を行う。
生活環境安全課

・与那原地区防犯協会と連携して町内夜間防犯パトロール

を行う。

・生涯学習振興課や与那原町防犯協会と連携し各区におい

て夜間巡回パトロールを行う。

・各小学校へ事件事故防止「いかのおすし」チラシ配布

し、防犯意識の啓蒙活動を行う。

（１）

町内における犯罪発生と町民の被害を未然に防ぐため、与那原

警察署や与那原地区防犯協会などと連携し、パトロールや防犯

意識の普及・啓発に努めます。

B

・定例の夜間防犯パトロールは、雨天等により実施できな

いこともあったが、生涯学習振興課や与那原町防犯協会と

連携し各区において夜間巡回パトロールを行った。

・各小学校に事件事故防止「いかのおすし」の下敷きを配

布した。

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 A



基本目標 ５ ひと」と「人」とが綱がる安心・安全なエコタウン
 施策分野 ５ʷ④ 環境保全・循環型社会 【総計１０３ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

１．快適な生活環境づくりの推進

環境衛生事務運営事業(動物死骸供用業

務)
126,250 有

環境衛生事務運営事業(狂犬病予防登録

事務)
96,525 有

環境衛生事務運営事業(空き地の環境保

全事業)
3,192 有

評価 B

・町内の巡回を継続し、不法投棄が集中する箇所につい

て、所有者の管理徹底を強化するようＨＰや広報誌で啓発

する。

生活環境安全課

生活環境安全課

生活環境安全課

生活環境安全課

生活環境安全課

生活環境安全課

生活環境安全課

・騒音規制法・振動規制法・悪臭防止法に基づき適正な処

置・指導等実施する。

・個人墓地経営申請について、宗教法人霊園墓地を活用す

るよう指導及び無許可建設を防止するため現場巡回を行っ

た。

・公営墓地整備に関する補助事業を確認するなど、予算措

置の検討を行った。

・個人墓地の経営申請について、慎重に精査する。

・無許可墓地建設防止の巡回を行う。

・公営墓地等の整備にかかる 補助事業の確認を継続して行

う。

（３）
野良犬や野良猫、ハブ、害虫対策などに取り組み、快適な生活

環境づくりを進めます。
B

・野良犬・猫の数の増加抑制を図る為、繁殖した周辺区域

に無暗に餌やりをしない旨の通知を行った。

・公共用地の動物全般の死骸回収を行った。

・繁殖した周辺区域に無暗に餌やりをしない旨の通知を行

い各区の広報誌やＨＰ等で周知を行う。

（４） 犬や猫などの適正な飼い方の啓発に取り組みます。 B

・随時、空き地の苦情に対し所有者等へ改善指導を行う。

・犬猫の飼育や去勢補助等の情報を広報に掲載し、適正な

飼い方を啓発する。

・犬猫の飼育についての苦情等について随時対応する。

・動物基金を活用したさくら猫事業を実施する。

（５）

・町広報誌やＨＰ等で周知し、接種率向上を行う。

・県獣医師会に犬の登録・狂犬病済票交付事務を委託す

る。

個人墓地の散在化や無許可墓地の増加による生活環境や景観の

悪化を防止するため、公営墓地などの整備を推進します。
B

（２） 不法投棄をなくし、ごみの少ない環境づくりを推進します。

（１）
騒音や振動、悪臭などの発生源については、必要に応じ改善や

指導の強化を行い、快適な生活環境づくりを進めます。

狂犬病予防注射の接種率向上に取り組みます。

（６）
空き地や空き家対策に取り組み、快適な生活環境づくりを進め

ます。

（７）

A

・騒音振動は事前に申請にきた案件について届出の有無な

ど確認を行った。悪臭について住民の連絡をもとに現場対

応し改善に向けて発生元の主へ指導等を行った。

・空き地の苦情等に対し、所有者等へ改善の通知を行い対

応した。

・犬猫の飼育や去勢補助等の情報を広報に掲載し、適正な

飼い方の啓発に努めた。

・犬猫の飼育についての苦情等について随時対応した。

B

・月に２～３回程度町内の巡回を行っており状況が改善さ

れない場所については不法投棄禁止の看板や防犯カメラの

設置等行った。

B

・令和2年度は新型コロナウイルス感染症の影響で集団接種

を中止したこともあり、接種率が低下した。

・沖縄県獣医師会に犬の登録・狂犬病済票交付事務を委託

した。

B

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性



基本目標 ５ ひと」と「人」とが綱がる安心・安全なエコタウン
 施策分野 ５ʷ④ 環境保全・循環型社会 【総計１０３ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

評価 B
令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

２．自然環境の保全

与那原町海岸海浜浄化業務委託 732,000 無

３．循環型社会の推進

生ごみ自己処理奨励補助事業 93,199 無

与那原町住宅用太陽光発電システム設置

補助事業
90,000 無

・毎年、沖縄県からの委託金が貰えるよう協議し、海岸清

掃を実施し自然環境保全に取組む。

まちづくり課

生活環境安全課
（１）

まち並みと調和した憩いの空間の形成に取り組むため、運玉森

や雨乞い森の丘陵地、海岸や水路などの自然環境の保全に努め

ます。

A

生活環境安全課

（２）
市街化調整区域の開発行為については、関連法令や条例などを

遵守し、慎重に精査・検討を行います。
A

・市街化調整区域の開発行為について、届出内容について

関係法令に適合しているか、沖縄県と連携しながら与那原

町として慎重に精査・検討し対応した。

・与原土地区画整組合設立準備会の役員会へ参加し、意見

交換及び情報共有を図った。

・開発行為について、関係法令等に適合しているか精査す

る。

・与原土地区画整理事業の組合設立に向けて、都市計画等

の調整を図り、事業化へ向けて取組む。

まちづくり課

（３）
外来種の野外放逐の禁止など、適正な飼い方の指導で、生態系

の保全に努めます。
A ・広報に掲載し周知啓発を行った。 ・広報やＨＰに掲載し周知啓発を行う。

・海岸については、沖縄県からの委託金を貰い、11月から1

月の間で海岸清掃を実施した。

生活環境安全課

（１）
与那原町一般廃棄物処理基本計画に基づき、ごみの抑制を図り

ます。
B

・生ごみ処理機購入補助事業において7件の補助支給を行っ

た。

・貸し出し用生ごみ処理機の貸し出しを１９件行った。

・生御処理機購入補助事業の広報周知する。

・生ごみ処理機の住民への貸出事業を実施する。
生活環境安全課

（２）
与那原町地球温暖化防止実行計画に基づき、温室効果ガス削減

に取り組みます。
B

・住宅用太陽光発電システム設置補助事業において3件の補

助支給を行った。

・住宅用太陽光発電システム設置補助事業の広報周知す

る。



基本目標 ６ 伝統を継承し未来に綱げる産業のまち
 施策分野 ６ʷ① 農林水産業の振興 【総計１０８ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

１．活力ある農業振興

農業委員会事務運営費 1,227,446 有

農業事務運営事業 842,016 有

農業振興事務運営事業 4,370,492 有

機構集積支援事業 766,701 有

町民農園運営事業 164,726 有

ミバエ調査事業 203,748 有

農地事務運営費 942,000 有

農業用被覆資材等導入推進補助金 146,481 有

畜産事務運営事業 88,437 有

２． 森林資源の保全・活用

運玉森「平和学習広場」整備詳細設計業

務委託
12,419,000 有

用地購入 1,168,000 有

不動産鑑定業務 451,000 有

総合支援業務 5,061,000 有

デイゴヒメコバチ防除対策事業 0 無

森林環境譲与税（基金積立） 1,510,000 有

・リピーターを増やし継続契約をおこなう。それと同時に

新規賃借者を募集する。

・ミバエ調査及び誘殺板を設置する。

・農道に面する擁壁や間知ブロックのひび割れを修繕し、

大雨で、ひび割れ箇所からの雨水流出を防ぐ。

まちづくり課

まちづくり課

・農業用被覆資材等を活用して資材の補助や、ＪＡと連携

して農家の支援に取組む。

・県農林水産部・中央家畜衛生保健所と連携を取りながら

畜産振興及び病害虫駆除を図る。

まちづくり課

（２）
森林地域などについては、自然環境と調和した活用を図りま

す。
B

・デイゴヒメコバチ防除対策事業は、令和元年度実施の効

果を確認する為、令和2年度は予算計上無し。

・森林環境譲与税の基金積立を行った。

・R3年度は一斉に防除を行い、町花木であるデイゴの保全

に努める。

・森林環境譲与税を基金に積立し、積立額に応じて運玉森

へ植林を実施する。

（１） 新規就農者の確保と担い手の育成に取り組みます。 B

・農地中間管理機構を経由し、農地の利用促進を行った。

 （令和２年度 1件実績有）累計3件

（３） 地産地消の推進と環境にやさしい農業の推進を図ります。 A

・町民の皆さんに農園えお通じて世暇の提供、農業の理解

を深め、後継者育成に綱げます。

・ミバエ調査及び誘殺板を設置した。

・昨今の大雨の降り方に合わせて、畑内に侵入する雨水の

防止壁や側溝整備などを行う。

（４）
農業の６次産業化への支援や農作物のブランド化に取り組みま

す。
B

・農業用被覆資材等導入推進補助事業を活用して被覆資材

の補助や支援を実施した。

・沖縄県中央家畜保健所と連携し、豚熱抑止の為、職員を

現地派遣した。

まちづくり課

・農地の利用状況調査や利用意向調査を実施し、現状を図

に示す見える化に取り組み、新規就農者や担い手の育成に

努める。

・新規就農者育成のための農業次世代人材投資資金を継続

して活用していく。

・農業振興に向け、各種団体へ運営費の補助を行う。

まちづくり課

（２） 農地中間管理機構などを利用した農地の利用促進を図ります。

・農地の利用状況調査や利用意向調査を実施した。

・農業次世代人材投資資金を活用し、新規就農者育成を

図った。

・各種団体に対し、運営費等の補助を行うことにより農業

の振興を図った。

A ・農地中間管理機構を活用して、農地の利活用に取組む。

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 B

まちづくり課

（１） 運玉森や雨乞い森などの森林資源の保全と活用を推進します。 B

・運玉森「平和学習広場」整備事業の基本計画を実施した。

・   同上          の用地取得を実施した。

・   同上       の不動産鑑定業務を実施した。

・   同上      の総合支援業務委託を実施した。

・運玉森「平和学習広場」整備事業の詳細設計を実施し、

遊歩道の整備を行う。

・定期的に海岸清掃を実施し、自然環境保全に取組む。



基本目標 ６ 伝統を継承し未来に綱げる産業のまち
 施策分野 ６ʷ① 農林水産業の振興 【総計１０８ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 B

３．つくり育てる漁業の推進

水産業振興事務運営事業 528,437 有

水産多面的機能発揮対策事業 349,774 有

まちづくり課（２）
特産品の新メニュー開発やブランド化など消費者拡大への取り

組みに努めます。
B

・町内の店舗において、セーイカを活用した新メニューの

開発を行い、消費拡大に取り組んだ。

・朝市開催に向けて、漁業協同組合と連携して取組む。

・学校給食や関係業者と連携して水産物の消費拡大に取組

む。

（１）
人材育成と後継者確保を支援し、安定した漁業経営を図りま

す。
B

・漁港内の給油施設を増設整備するため、県と調整を行い

R3年度における町負担分の予算も確保したが、R3年度採択

には至らなかった。

・令和3年度は、新規事業での補助採択がなかったため、令

和4年度において、漁港内の給油施設を増設整備するため、

水産業強化支援事業に取組む。

まちづくり課

まちづくり課

（３） ヨナバルマジクの知名度向上などへの取り組みを推進します。 C
・新庁舎の窓にヨナバルマジクのデザインを表示し、知名

度の向上に取り組んだ。

・新庁舎の各階のトイレ等の壁にヨナバルマジクのデザイ

ンを掲示して、知名度向上に努める。
まちづくり課

（４） 稚魚の放流に取り組み、水産資源の確保に努めます。 B
・水産多面的機能発揮対策事業を実施し、サンゴの移植や

海岸清掃及び水難訓練を実施した。

Ｒ2年度で一区切りついたため。令和3年度は経過観察とす

る。



基本目標 ６ 伝統を継承し未来に綱げる産業のまち
 施策分野 ６ʷ② 商工業 【総計１１０ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

１．商店街の活性化

魅力発信事業（与那原地区社交飲食業組

合スタンプラリー）
900,000 有

YONABARU NAVI 運営事業 604,560 有

中小企業・小規模企業振興補助金 6,000,000 有

２．商業の振興

与那原町中小企業・小規模企業振興審議

会
30,000 有

中小企業・小規模企業振興補助金 6,000,000 有

３．工業の振興

与那原町沖縄赤瓦使用奨励金 0 有

中小企業・小規模企業振興補助金 6,000,000 有

与那原町沖縄赤瓦使用奨励金 0 有

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 B

（１）

個性的で魅力ある事業者の誘致や起業を支援することで、空き

店舗や空き地の有効活用を促し、活気ある商店街づくりに取り

組みます。

B

・創業等支援計画において国からの認定更新を令和８年度まで

行った。また、認定連携機関が行う各種セミナーの広報を行っ

た。

・社交飲食業組合が行うスタンプラリーに補助金を交付し、活気

ある商店街づくりの支援を行った。

・与那原ナビへの店舗情報の掲載を随時実施し全国へ発信するこ

とで、誘客による活気ある商店街を目指した。

・オリオン通り空き地の活用方法について、与那原町商工会や社

交飲食業組合との協議を行い地域活性化を目指した。

観光商工課

（２）
メディアを活用した店舗の紹介を積極的に展開し、PR 活動に

努めます。
B

・与那原ナビへの店舗情報の掲載更新を随時実施した。

・東浜地区に設置されている大型ビジョンへ与那原町の紹

介映像を放映しPR活動に努めた。

・商工会と連携して7品目の特産品を認定し、メディア、広

報誌、大型ビジョン等で紹介することで、話題づくりに努

めた。

・与那原ナビの店舗情報更新のため、現場へ足を運び、最

新情報入手後、与那原ナビの更新を行う。

・商工会と連携して特産品を増やし、メディアを通じて話

題づくりに努める。

観光商工課

・与那原町内の空き店舗情報を整理し、広く発信すること

で事業者の誘致や起業をサポートする。

・創業支援に関しては、商工会と連携のもと、創業者のサ

ポート、創業教育、パネル展など創業に関する機運を上昇

させる取り組みを実施する。

（１）

地域経済の活性化や小規模事業者の振興を図るため、中小企

業・小規模企業振興基本条例を制定し、事業者の声を反映する

ための支援をします。

B

・事業者の声を拾い上げるために、全事業者に現況調査を

実施し、結果を踏まえて課題等に対する各種支援策を展開

していく。

・中小企業・小規模企業振興審議会の要望に沿って新型コ

ロナウイルス感染症関連の支援策を立案する。

・沖縄県赤瓦事業者協働組合と連携のもと、赤瓦の機能性

をPRしつつ、当奨励金が活用されるように広報活動を実施

する。また、町内リフォーム業者等にも当奨励金の概要を

周知し、活用を促す。

・新庁舎の展示ブースに赤瓦製品を展示し、PRに努める。

（１）
伝統ある窯業を絶やさぬために、技術の継承や保存、後継者の

育成に取り組みます。
B

・与那原町沖縄赤瓦使用奨励金のチラシの一新、広報誌への掲載

や沖縄県赤瓦事業共同組合との連携を行ったが奨励金活用は０件

だった。

・商工会へ中小企業小規模企業振興補助金を交付し、経営安定化

に係る事業者相談、経営指導、動向調査、各種セミナー等の実施

を支援した。

・現況調査を実施し、そこから見えてきた後継者不足に関

する課題に対する各種支援策を展開していく。

・中小企業・小規模企業振興補助金を商工会に交付し町内

事業者の経営安定化を支援する。

経営安定化を支援することで、後継者不足の解消に取り組みま

す。
B

・商工会へ中小企業小規模企業振興補助金を交付し、経営

安定化に係る事業者相談、経営指導、動向調査、各種セミ

ナー等の実施を支援した。

（２）

観光商工課

観光商工課

（２）
沖縄赤瓦使用奨励金を活用し、民間の建物などへのヤチムン使

用を推奨します。
B

与那原町沖縄赤瓦使用奨励金のチラシの一新、広報誌への

掲載や沖縄県赤瓦事業共同組合との連携を行った。

・沖縄県赤瓦事業者協働組合と連携のもと、赤瓦の機能性

をPRしつつ、当奨励金が活用されるように広報活動を実施

する。また、町内リフォーム業者等にも当奨励金の概要を

周知し、活用を促す。

観光商工課

（２）
窯業製品を公共施設へ積極的に活用し、特色あるまち並みの形

成を図ります。
A

新庁舎にて沖縄県赤瓦共同組合の赤瓦が使用され、特色あ

るまち並みの形成に寄与できた。

・新規で建設予定の施設や構造物に関して積極的に活用し

てもらうように担当部署と協議する。

観光商工課

観光商工課

・町内全事業者を対象とした景況調査を実施し、コロナ禍

のなか、事業者が求めている支援について調査した。

・中小企業・小規模企業振興審議会にて効果的な新型コロ

ナウイルス感染症支援策を協議した。



基本目標 ６ 伝統を継承し未来に綱げる産業のまち

 施策分野 ６ʷ③ 観光 【総計１１２ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

１． 三つの重点施策の推進

魅力発信事業（大綱曳） 0 有

与那原まちづくり推進協議会

クリスマスイルミネーション事業
- 無

東海岸地域サンライズ推進事業 500,000 有

PPP/PFI導入可能性調査業務 12,954,810  無

２．観光振興の推進

大綱曳倉庫維持管理事業 462,734 有

与那原まちづくり推進協議会

クリスマスイルミネーション事業
- 無

地域おこし協力隊推進事業 3,482,312 有

YONABARU NAVI 運営事業 604,560 有

評価 B

（３）
近隣自治体と連携を図り、広域的な観光振興に努めることや多

言語対応などの人材育成に取り組みます。
B

・地域ビジネス力育成強化事業において、近隣自治体と連

携したFAMツアーを開催した。

・地域ビジネス力強化事業において、東海岸４町村の住民

及び事業者を対象とした、プロデューサー育成講座を開催

し、人材育成に取り組んだ。

・地域ビジネス力育成強化事業にて、近隣自治体と連携を

図り人材育成及びイベントを開催する。

（２） 持続的な観光振興を図るため、観光協会の設立に努めます。 B

（１）
与那原町観光実施計画に基づき、計画的な観光振興に取り組み

ます。
B

（４）
各種イベントや PR を行うことで本町の知名度アップを図り、

観光地としてのブランドを構築します。
B

・コロナの影響により与那原大綱曳まつりが実施できな

かった。

・水路周辺の賑わいの創出のために、イルミネーションを

水路沿いに設置した。

・地域おこし協力隊員により、よなばるナビを活用し町の

PRを行った。

・オリジナルナンバープレートを活用し、本町の大綱曳を

町内外へアピールした。

・新型コロナウイルス感染症の状況を注視しながら、大綱

曳まつりや水路周辺の賑わい創出イベントの開催を検討

し、可能であれば開催する。

・与那原ナビを活用し本町の情報を発信し本町の知名度

アップを図り、観光地としてのブランドを構築する。

・コロナの影響により、多くのイベント等が実施出来な

かったが、観光拠点である駅舎にて、初の試みとして、リ

モートによるイベントを開催した。

・重点事項に挙げている「大綱曳」「水路」を中心に、観

光振興を行う。

・各種イベント、ＷＥＢ等においてアンケートを行い、現

状把握、効果検証等を行う。

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由

（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価す

る。）

実施した事業
次年度以降の方向性

（１）
「大綱曳」、「水路」、「MICE」を観光重点施策の柱として

積極的に推進します。
B

・新型コロナウイルス感染症の状況を注視しながら、大綱

曳まつりや水路周辺の賑わい創出イベントの開催を検討

し、可能であれば開催する。

・前年度に引き続き東海岸地域サンライズ推進協議会を中

心として沖縄県大型MICE施設エリア振興に関する協議会へ

参加し、受け入れ環境の整備について協議検討を行う。

・東浜地域の民間事業者と連携した土地利用について検討

を行う。

・コロナの影響により与那原大綱曳まつりが実施できな

かった為、予定していたＴＶＣＭ、ラジオＣＭ、ＰＲ資料

作成、モノレールでの広告が実施できなかった。

・水路周辺の賑わいの創出のために、イルミネーションを

水路沿いに設置した。

・東海岸地域サンライズ推進協議会として、沖縄県大型Ｍ

ＩＣＥ施設エリア振興に関する協議会へ参加し大型ＭＩＣ

Ｅ施設受け入れのための協議検討を行った。

・マリンタウン地区にある公有地について、先導的官民連

携事業を実施し、民間企業と連携した土地利用の可能性に

ついて調査を行った。

観光商工課

企画政策課

・観光協会設立に向けて、近隣市町からのヒアリング等を

行い、情報収集を行った。
・令和３年度中の観光協会設立に向けて取り組む。 観光商工課

観光商工課

観光商工課

税務課

観光商工課



基本目標 ６ 伝統を継承し未来に綱げる産業のまち

 施策分野 ６ʷ③ 観光 【総計１１２ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

評価 B
令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由

（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価す

る。）

実施した事業
次年度以降の方向性

３．観光メニューの創出や観光資源の発掘・強化

魅力発信事業（イメージキャラクター） 2,898,500 有

軽便与那原駅舎維持管理事業 5,580,691 有

（３） 観光拠点の機能強化に取り組みます。

（２） 地域特性を活かした新たな観光資源の発掘に取り組みます。 B

・与那原町のイメージキャラクターである「つなひきか

ちゃん」を活かしたプロモーション動画や、LINEスタンプ

等を制作した。

・新たな観光資源の発掘に向けて取り組む。

（１）
点在する観光資源を結びつけ、魅力的な観光メニューの創出を

図ります。
B

・新たな観光メニューとして、コロナ渦の中、地元飲食店

と連携し、テイクアウト専門のマルシェを開催した。
・新たな観光メニュー創出に向けて取り組む。

B

・コロナの影響により、観光拠点である駅舎の来場者数が

減少したが、初の試みとして、リモートによるイベントを

開催した。

・軽便与那原駅舎展示資料館を観光拠点とし、コロナ禍で

も実施可能な催事を開催する。
観光商工課

観光商工課

観光商工課



基本目標 ６ 伝統を継承し未来に綱げる産業のまち
 施策分野 ６ʷ④ 雇用促進・就業支援 【総計１１５ページ】

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

１．働く場の確保

中小企業・小規模企業振興補助金 6,000,000 有

２．雇用のミスマッチの解消

３．就業意識の向上支援

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 B

（１）
町内事業者の大半を占める小規模事業者の振興を図り、働く場

の確保に努めます。
B

・商工会へ中小企業小規模企業振興補助金を交付し、事業

者相談、経営指導、動向調査、各種セミナー等の実施を支

援し、町内事業者の振興を図り、働く場の確保に努めた。

観光商工課

・中小企業・小規模企業振興補助金を交付し町内事業者の

振興を支援する。

・令和２年度に商工会と共催で実施した事業者向けアン

ケートの結果から小規模企業者の課題を抽出し、今後の事

業内容を検討する。

（２）
商工会や町内事業者と連携し、求人募集の開拓に努めるととも

に求職者への情報提供を行います。
B

・求人情報展示スペースを設けて、町内外の事業者からの

求人情報を掲示し情報提供を行った。

・商工会からの情報を収集し、求人情報展示スペースにお

いて「求人情報」を掲示する。
観光商工課

観光商工課

（１）
町内小中学校を対象とした職場体験学習などで就業意識の向上

支援に努めます。
B

・例年はグッジョブの協力企業リストを学校側に提供し、

保護者や地域の協力も得て、職場見学・職場体験を実施し

ているが、今年度は新型コロナウイルス感染症拡大に伴

い、授業時数が大幅に削られたため、実施できなかった。

・次年度以降も、本課が持っている情報を提供しながら、

学校、保護者、地域と連携し職場見学・職場体験を実施し

ていく。

学校教育課

観光商工課

（１）
ハローワークなどと連携を図り、求職者と求人事業者との雇用

のミスマッチの解消に向けて取り組みます。
B

・毎週火・金曜日にハローワークから「求人情報」の提供

を受けて、展示スペースにて閲覧できるように設置した。

・毎週火・金曜日にハローワークから情報提供がある「求

人情報」の閲覧支援。株式会社りゅうせきプロントライン

とタイアップしての「求人閲覧・相談会」を１回開催した

い。



重点政策 ① 大型MICE施設 

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

（１）周辺環境整備

東海岸地域サンライズ推進事業 500,000 有

PPP/PFI導入可能性調査業務 12,954,810 無

（２）施設周辺の大規模交通渋滞対策

新たな公共交通広域連携検討事業 4,488,000 有

（３）来訪者にやさしい観光の推進 

東海岸地域サンライズ推進事業 500,000 有

・大型 MICE 施設の交通需要に対応するため、国や県、周辺自治体など

と連携し、広域道路ネットワークの推進を図ります。

・大型 MICE 施設に関連し、広域移動に係る交通需要の増加が見込まれ

るため、既存の公共交通のみならず新たな公共交通の導入や陸上交通だ

けでなく、海や空なども活用した包括的な移動環境の構築を検討しま

す。

・MICE 開催時においては、既存の交通システムだけではなく、臨時の

交通運用や臨時的な交通規制などにより渋滞の軽減を図る取り組みを推

進します。

A

・関係市町と連携を図り、県へ道路整備（ゆめなり線、糸

満与那原線を補完する道路）を要請した。

・与那原バイパス早期の４車線開通に向けて、国へ要望し

た。

・島尻地域振興開発推進協議会事業である南部地域の新た

な公共交通基本計画策定事業に関係市町村と連携し取り組

んだ。

・南風原町、那覇市と連携し新たな公共交通について調査

事業を実施した。

・新規路線について民間事業者のと協議検討を行った。

・引き続き関係市町と連携しながら道路事業採択へ向け、

県とルート案などについて協議を行う。

・与那原バイパスについては、４車線完全供用前の２車線

暫定供用に向けて国と適宜調整を行う。

・令和2年度に実施した新たな公共交通の検討調査業務につ

いて、引き続き調査を実施する。

企画政策課

まちづくり課

生活環境安全課

・与原土地区画整理事業を推進するため、準備会と連携し

ながら都市計画等の手続きの事前調整を図り、令和5年度の

組合設立に向けて取組む。

・前年度に引き続き東海岸地域サンライズ推進協議会を中

心として沖縄県大型MICE施設エリア振興に関する協議会へ

参加し、受け入れ環境の整備について協議検討を行う。

・東浜地域の民間事業者と連携した土地利用について検討

を行う。

まちづくり課

企画政策課

観光商工課

・与原土地区画整理事業について組合設立準備会の発足後

役員会を実施した。

・東海岸地域サンライズ推進協議会の事業実施により自転

車ルート等の検討を行い周辺の魅力向上につなげた。

・東海岸地域サンライズ推進協議会として、沖縄県大型Ｍ

ＩＣＥ施設エリア振興に関する協議会へ参加し大型ＭＩＣ

Ｅ施設受け入れのための協議検討を行った。

・マリンタウン地区にある公有地について、先導的官民連

携事業を実施し、民間企業と連携した土地利用の可能性に

ついて調査を行った。

・大型 MICE 施設と関連した新たな賑わいの創出や来訪者が快適に滞在

できる施設整備など、誰もが訪れたくなる魅力ある周辺環境整備を推進

します。

A

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 A

・東海岸地域の新たな観光事業（サイクルツーリズム）に

関する取り組を実施する。

観光商工課

生涯学習振興課

企画政策課

・点在する観光資源を結びつけ、魅力的な観光メニューの創出や地域特

性を活かした新たな観光資源の発掘に取り組みます。

・多言語対応可能な人材の育成や多言語案内システムの構築に取り組み

ます。

・MICE 開催時に波及する産業の獲得を支援し、町内への経済効果拡大

を図ります。

・国内外の来訪者が移動しやすい観光振興に資する交通体系の構築に取

り組みます。

A

・新たな観光メニューとして、コロナ渦の中、地元飲食店

と連携し、テイクアウト専門のマルシェを開催した。

・東海岸地域サンライズ推進協議会において、新たな観光

事業としてサイクルツーリズムに関連する事業を実施し

た。



重点政策 ① 大型MICE施設 

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 A

（４）救急・防災対策

沖縄観光防災力強化支援事業

与那原町防災マップ（英語版・韓国語版）製作・製本業務
1,969,000 無

（５） 防犯・環境対策

与那原町防犯協会負担金 230,000 無

生活環境安全課

観光商工課

生活環境安全課

観光商工課
B

・防災マップの多言語データ（英語・韓国語版）を作成し

た。

・沖縄県が主催する観光危機管理に関する研修に参加し、

知見を高めた。

・防災マップ（中国語・簡体語版、繁体語版）の製作、製

本する。

・大型 MICE 施設の・救急時や大規模災害などにおける多言語対応可能

な人材確保や育成に積極的に取り組みます。

・観光防災からの観点からも来訪者の避難場所や避難経路の確保と多言

語による誘導サインの整備や情報発信に取り組みます

・犯罪の多様化に対応するため、関係機関と連携し、防犯パトロールや

防犯意識の普及・啓発に努めます。

・地域の安心・安全を確保するため、防犯カメラ設置を推進します。

・大型 MICE 施設に関連し、事業所系ごみの増加が予測されるため、南

部広域行政組合と連携を図り、ごみ処理対策に取り組みます。

B

・与那原町防犯協会と連携し夜間パトロールを行った。

・与那原町防犯協会と連携し可搬型防犯カメラの貸し出し

を行えるようにし、防犯カメラ未設置場所に一時取付でき

るよう対応した。

・ごみ処理対策は、MICE施設の完成見込未定のため取組な

し

・与那原町防犯協会と連携し夜間巡回、小学校への防犯チ

ラシの配布等に努める。



重点政策 ② 子どもの貧困対策

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

（１）妊娠期からの切れ目のない支援（妊娠期から乳幼児期）

母子保健事業 39,212,300 有

（２）教育支援（学童期） 

教育振興事業 36,887,323 有

（３）就労・生活支援（保護者支援） 

社会福祉事務運営事業 0 無

町営住宅管理事業 958,000 有

子供の貧困緊急対策事業 12,663,613 有

子育て応援ブック作成 ー 無

教育振興事業 36,887,323 有

・生活保護制度の周知を図り、生活に困っている方の適切な相談に繋が

るよう努めます。また、収納関係課は滞納者の状況を把握し、必要に応

じ相談機関へつなげます。

・子どもが安心して過ごせる居場所を提供し、食事の提供、学習支援な

どを行います。

・未就労・求職者や若者に対して、ハローワークなどと連携し就労に向

けた支援を行います。

・ひとり親世帯の生活安定・自立に向け、相談などの充実に努めます。

・ひとり親世帯や生活困窮世帯について、町営住宅の優先入居に向け取

り組みます。

A

・3か所の居場所運営を委託と2名の自立支援員を配置、困

りごとのある児童生徒を支援につなげることができた。

・子育て支援課作成の「子育て応援ブック」にひとり親支

援策を追加し周知に努め支援策につなげることができた。

・生活保護のしおりを窓口に設置し、制度周知に努めた。

・町営団地の空き屋待ち入居者募集を8月に実施した。母

子・父子世帯や生活保護、高齢者などの住宅に困窮する低

額所得者に対し、低廉な家賃で優先入居できるよう努め

た。

・学校給食費を滞納している保護者に対しては、就学援助

制度について説明し、保護者の負担軽減に努めた。

・学校へ通うことが出来ない生徒については、学校以外で

学習を提供できる居場所づくりについて検討した。

・居場所及び相談員配置を継続し困りごとのある児童生徒

を支援につなげる。

・「子育て応援ブック」の活用（児童扶養手当相談時に配

布）、HPへ掲載する。

・生活保護のしおりを用いて制度周知に努める。

・次年度以降についても、住宅困窮者に対し、町営住宅へ

の優先的な入居を図る。

・就学援助制度の周知について、全ての保護者に通知す

る。

・不登校の生徒に関しては、安心して学習できる環境を整

備するため「拠点型子どもの居場所」を設置する。

子育て支援課

福祉課

観光商工課

収納関係課

公共施設課

学校教育課

・親子手帳交付時や乳幼児健診などの保健事業及び保育施設等で子ども

の生活状況の把握に努め、貧困状態にある子どもの世帯が早期に適切な

支援機関、支援者へ繋がる仕組みを構築します。

A

・妊産婦幼児期からの生活習慣病予防及び丁寧なかかわり

の必要な母子の切れ目ない支援のため、ライフステージに

応じた健康相談を実施した。

・乳幼児健診受診率90％（実績約93.4％）。

・健診、保育園、児童館など関係機関から相談のあった

ケースについて、関係課（子育て支援課・福祉課・健康保

険課）で定期的に話合う、子育て世代包括支援連携会議立

ち上げた。

・引き続き、健康相談や乳幼児健診を行う。

・子育て世代包括支援連携会議を継続的に開催する。

健康保険課

子育て支援課

福祉課

・学校を窓口として、支援が必要な家庭の児童・生徒を早い段階で生活

支援や福祉制度につなげるよう、スクールソーシャルワーカーの活用を

検討します。また、教職員が支援につなげる役割を担えるよう、生活支

援や福祉制度等の研修を実施します。

・就学援助制度の効果的な周知及び利用しやすい環境整備に努めます。

また、援助内容の充実を図ります。

B

・就学援助制度の周知について、町立学校の全ての保護者

に通知をし、周知を図った。

・就学援助の基準について、生活保護基準の1.1倍から1.2倍

へと拡充を図った。

・スクールソーシャルワーカーの活用について、十分に連

携が図られなかったことや、教職員への研修が行えなかっ

たことが反省点である。

・令和3年度も就学援助制度の周知について、全ての保護者

に通知をし、周知を図るとともに、スクールソーシャル

ワーカーの活用、教職員への研修も行っていく。

学校教育課

福祉課

子育て支援課

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 A



重点政策 ③ 生涯健康づくりの推進 

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

（１）健康意識の向上促進

てくてくウォーク事業 409,772 有

パークゴルフ場利用料金助成事業 2,349,600 有

（２）母子・学童期の健康づくり

母子保健事業 39,212,300 有

子育て世代包括支援連携会議 ʷ 無

（３）壮年期・高齢期の健康づくり

成人保健事業 14,587,664 有

ヘルスアップ事業 12,736,875 有

特定健康診査等事業 18,334,875 有

老人福祉事務運営事業 5,693,698 有

地域支援事業（包括・任意事業） 2,205,400 有

・「健康よなばる 21」や「高齢者保健福祉計画」に基づく生活習慣病な

どの発症予防に取り組みます。

・疾病予防のスタートとなる、特定健診やがん検診などの受診率向上に

努めると同時に健診結果を正しく理解し、生活習慣の改善ができるよ

う、保健指導や栄養指導の充実を図ります。

・疾病の重症化予防のために個々の実態に応じた丁寧な支援に努めると

ともに、関係団体と連携し若いころからの健康づくりに取り組み病気の

発症予防に努めます。

A

・各種がん検診と４０歳未満からの特定健診を病気の早期

発見早期治療を図る事を目的に実施した。

・受診率向上を目的にナッジ理論を活用した委託を実施。

 ※特定健診受診実績率約４1.34％

 新型コロナウイルス感染症のため、受診率向上には繋が

らなかったが、次年度も委託事業を継続したい。

・特定健診を病気の早期発見早期治療を図る事を目的に、

継続して、各種健診を実施する。

健康保険課

福祉課

生涯学習振興課

・ライフスタイルに応じた健康づくり習慣が定着できるよう、町民の健

康づくり意識向上を目指し広報活動や誰もが参加できるイベントなどに

取り組みます。また、健診や保健指導が受診しやすい環境・運動実践が

できる環境整備を進めます。町民自らの健康状態を把握できる体制の充

実と健康状態に応じた健康づくり支援に取り組みます。

B

・市町村健康づくり実践活動助成金を活用し、誰もが気軽

に実践できるウォーキングを推進すると同時に健康意識の

向上を図る目的で予定していたが、てくてくウォーキング

は、新型コロナウイルス感染症の緊急事態宣言中のため中

止、パークゴルフ助成件数延べ11,762人（404人増）

・ウォーキングやパークゴルフを推進すると同時に健康意

識の向上を図る。

健康保険課

生涯学習振興課

まちづくり課

・「健やか親子 21」や「与那原町子ども・子育て支援事業計画」に基づ

く妊娠期から子育て期における各種健康診査や健康相談など、母子・学

童期の健康づくり事業の充実を図ります。

・健診などで明らかになっている子どもの健康課題の改善に向け、関係

課と連携し取り組みます。

A

・妊産婦幼児期からの生活習慣病予防及び丁寧なかかわり

の必要な母子の切れ目ない支援のため、ライフステージに

応じた健康相談を実施した。

  ※乳幼児健診受診実績率約93.4％

・健診等から丁寧なかかわりが必要な児や関係機関から相

談のあったケースについて、関係課（子育て支援課・福祉

課・健康保険課）で子育て世代包括支援連携会議を定期的

に実施し課題解決に向け取り組んだ。

・継続して、ライフステージに応じた健康相談を実施す

る。

・子育て世代包括支援会議を開催して、課題解決に取り組

む。

健康保険課

学校教育課

子育て支援課

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 A



重点政策 ③ 生涯健康づくりの推進 

事業名 予算執行額（円）
実施計画

の有無

令和２年度第５次与那原町総合計画評価

施策の推進

評価

担当課
評価

実施内容及び評価理由
（実施計画がある場合はその目標達成度も合わせて評価する。）

実施した事業
次年度以降の方向性

評価 A

（４）感染症対策の推進 

予防接種事業 88,164,979 有

（５）新たな複合施設（保健センターなど）の整備

与那原町複合施設建設工事

（建築工事・電気・機械設備工事・舞台機構）4契約

※新庁舎整備事業費に含む

831,030,000 有

・乳幼児から高齢者まで生涯を通じた健康づくりの拠点として、複合施

設（保健センターなど）の一体的な整備に努めます。
A

・平成30年度 庁舎・町民ホール（複合施設：保健セン

ター）の基本・実施設計を行い、令和元年12月に建築・電

気・機械（３工事）、令和2年3月に舞台機構工事の工事発

注。令和3年2月完成し、5月より供用開始。

・都市再生整備事業にて、保健センターの位置付けを行

い、検診業務や多くの方が利用できる施設として整備し

た。

・令和2年度において整備完了。令和3年5月より運用開

始。

・保健センターとして検診業務や健康づくり、多目的に利

用できるよう、関係課含め運用面での整備を行う。

健康保険課

学校教育課

福祉課

子育て支援課

公共施設課

・予防接種によって獲得した免疫が感染症の流行を抑制していることを

周知し、予防接種の接種率向上に努めます。
A

・予防接種法に基づく定期予防接種及び高齢者インフルエ

ンザ、肺炎球菌ワクチン接種の助成、町単費による妊婦及

び18歳未満のインフルエンザ接種助成を実施した。

・風しん抗体検査・予防接種事業を実施した。

・継続して、各種予防接種を実施し、接種率の向上に取り

組む。

健康保険課

学校教育課

子育て支援課



基本目標 施策分野 目標指標 達成率

①自治会への各種交付金助成件数 14 件 18 件 14 件 78%

②自治会加入率 50.3 % 55 % 45.8 % 83%

①関係機関を含めた勉強会の実施 0 回 1～3 回 0 回 0% ★

②行政懇談会の参加人数 154 人 220 人 154 人 70% ★

③各種審議会等における女性登用率 20 % 30 % 27 % 90%

 ③ 情報の共有・共

鳴で築くまち
SNSの活用 100%

①住民との意見交換会の実施 年1 回 年1～2回 件 1 件 100% ★

②収納率（町税） 98.5 % 98.5 %以上 98.5 % 100%

③納期内納付率 86.3 ％ 86.3 ％以上 86.4 ％ 100%

④経常収支比率 89.9 ％ 89.7 ％ 92.1 ％ 97%

⑤財政力指数（３年間平均） 0.47 0.5 0.49 98%

ʷ
ʷ

②支援が必要な不登校児童を支援する

ことにより、不登校児童の復帰
100%

③豊かな心を育む講演会の実施 1 回 1 回 1 回 100%

④学校耐力度調査実施数 0 校 1 校 0 校 0%

①子ども寺子屋の開催 8 支部 13 支部 13 支部 100% ★

②拡大家庭・地域教育部会への参加人

数の増加
延べ120 名 延べ180 名 40 名 22%

③町ホームページ・町広報紙への情報

公開
年4 回 年6 回 4 回 67%

①青少年健全育成町民大会への各種団

体の参加者数
50 名 100 名 60 名 60% ★

②青少年健全育成に関する講演会の参

加者数
100 人 150 人 89 人 59% ★

①学校評議員への地域住民の登用数 3 名 3 名 3 名 100%

②子ども寺子屋への地域の方の参加 2 支部 4 支部 4 支部 100% ★

③各種人材バンク登録者数（累計） 88 名 200 名 100 名 50%

④講演会・シンポジウムの開催 年1回 程度 年2回 以上 1 以上 0% ★

①スポーツフェスタ参加者数

【スポーツ推進員共催】
306 名 500 名 113 名 23% ★

②スポーツ大会などへの参加チーム率

【町体育協会主催】
47 % 70 % 70 % 100% ★

③体育施設の年間利用者数【中高校生

の部活動・スポーツ少年団活動を除
90,834 人 100,000 人 79,254 人 79%

①与那原大綱曳への小中学生の参加率 未掌握 50 % 59.6 % 119% ★

②綱曳資料館への来館者数 延べ2,288 名 延べ3,500 名 376 名 11% ★

③町や文化協会主催の文化フェスティ

バルなどへの来場者数
未掌握 1,000 名 400 名 40% ★

④文化財講座の開催 1 回 1 回 1 回 0% ★

フェイスブック試

験運用

フェイスブック公

式アカウント開設

 ①全国学力調査平均正答率の全国との

差の縮小

第５次与那原町総合計画目標指標一覧

ー
ー

直近値

開設済み

現状値 目標値

１．

みんなが参加した

くなる「ひと」と

「人」が綱がる新

しいまちづくり

２．

「いちゃりば

ちょーでー」平和

の心で綱がる教育

文化のまち

① 人づくり・地域

づくり

② 自律・自立する

まち

 ④ 行財政運営

 ① 学校教育の充実

④ 地域交流と支援

体制

 ⑤ 心と体を育むス

ポーツ環境づくり

 ⑥ 文化の保全・継

承

 ② 家庭教育の定着

 ③ 青少年健全育成

5

小学校 ʷ3.7 小学校 ＋1.0
中学校 ʷ3.2 中学校 ʷ1.0

小中学校の不登校

児約45~55人
前年度比1割復帰



基本目標 施策分野 目標指標 達成率

第５次与那原町総合計画目標指標一覧

直近値現状値 目標値

①待機児童の解消 99 人 0 人 8 人 92%

②子どもが安心・安全に過ごせる居場

所の設置
13 カ所 16 カ所 13 カ所 81%

③ひとり親家庭相談件数 45 件 54 件 61 件 113%

④児童民生委員・保育所・学校などへ

の研修会・講演会の開催
1 回 2 回 0 回 0%

①民生委員・児童委員充足率 87.9 % 94.0 % 87.9 % 94%

②各種団体活動人員 77 人 85 人 80 人 94%

③生活保護相談件数（年計） 48 件 60 件 55 件 92%

④⾧期療養者支援相談件数（年計） 0 件 3 件 1 件 33%

①交流センターひざし登録者数 36 名 39 名 39 名 100%

②通所系サービス受給者数（年計）

【就労系や生活介護受給者など】
295 名 403 名 353 名 88%

③障がい相談支援者数（年計） 115 名 145 名 150 名 103%

①介護予防事業参加者数 5385 名 6,000 名 4,800 名 80%

②認知症サポーター養成講座受講者数 85 名 420 名 420 名 100%

①市街地再開発などの計画件数 0 件 1 件 0 件 0%

②水路・海岸沿いの遊歩道整備率 85.0 % 100 % 85 % 85%

①町道の新規事業採択路線の件数 0 件 2 件 1 件 50%

②橋梁⾧寿命化計画に基づく補修や架

け替えの件数
0 件 2 件 0 件 0%

①公共交通空白地域に居住する人口の

割合
13.0 % 7.0 % 13 % 14%

②バスなどの交通分担率の増加 6.4 % 9.0 % 8.8 % 98%

③交通渋滞を問題と考える町民の割合

減少
72.1 % 50.0 % 55.5 % 89%

①機能性の高い都市計画の見直し件数 0 件 1 件 0 件 0%

②景観に関する町民とのワークショッ

プ件数
0 件 1 件 0 件 0%

①有収率 93.1 % 94.0 % 92.7 % 99%

②管路耐震化率 8.5 % 12.0 % 10.0 % 83%

①計画面積に対する整備率 74.7 % 80.0 % 75.2 % 94%

②下水道接続率 71.8 % 73.0 % 76.6 % 105%

①町民一人当たりの公園面積 4.98 ㎡/人 5.8 ㎡/人 4.98 ㎡/人 86%

②公園施設内への公共還元型収益施設

の事業実施件数
0 件 1 件 0 件 0%

⑧住宅政策 ①公営住宅等⾧寿命化計画の策定 未策定 策定 策定 100%

①個別施設計画の策定件数（累計） 1 件 7 件 2 件 29%

②包括施設管理の件数（累計） 0 件 1 件 0 件 0%

③新庁舎、複合施設（町民ホールと保

健センター）の一体的な整備
0 件 1 件 1 件 100%

③交通環境の充実

３．

笑顔あふれるやさ

しいまち

４快適に暮らせる

美しいまち

① 子育て環境づく

り

② 地域福祉・生活

困窮者福祉

 ③ 障がい者（児）

福祉

 ④ 高齢者福祉

④計画的な土地利

用の推進

②道路環境の整備

①市街地の整備・

活用

⑤上水道

⑥下水道

⑦公園・緑地の推

進

⑨公共施設マネジ

メント



基本目標 施策分野 目標指標 達成率

第５次与那原町総合計画目標指標一覧

直近値現状値 目標値

①住宅用火災報知器の設置率 42.3 % 47.3 % 48.8 % 103%

②救命講習受講者数（累計） 延べ3,848 人 延べ6,150 人 4,283 人 70%

③消防団員の確保 20 人 20 人 18 人 90%

①地震津波避難訓練への年間参加人数 4,650 人 6,000 人 4020 人 67%

②備蓄食料の整備（累計） 5,040 食 8,400 食 7,020 食 84%

③津波避難困難地域の解消 16 ha 0 ha 16 ha 0%

①防犯カメラの整備（累計） 32 基 63 基 32 基 51%

②刑法犯罪認知件数（５年間平均） 91 件 90
件

以下
72

件

以下
125%

③人口１万人当たりの交通事故発生件

数（５年間平均）
85 件 84

件

以下
70.2

件

以下
120%

①狂犬病予防注射接種率 52.8 % 62.8 % 42.8 % 68%

②町民1 人1 日あたりのごみ排出量 768 g人/日 700 g人/日 807 g人/日 -57%

③ごみのリサイクル率 7 % 22.5 % 8.3 % 37%

①遊休農地を抑制し、農用地を増加さ

せるための農地マッチング件数
0 件 5 件 3 件 60%

②マグロなどの年間漁獲量 52 t 57 t 79 t 139%

①沖縄赤瓦使用奨励金交付件数（５年

間累計）
3 件 15 件 2 件 13%

②新規創業件数（５年間累計） 0 件 5 件 0 件 0%

①観光メニューの創出（５年間累計） 0 件 5 件 2 件 40%

②与那原大綱曳まつり来訪者数 延べ23,109 人 延べ24,300 人 68,000 人 280% ★

③軽便与那原駅舎の来訪者数 延べ7,762 人 延べ11,200 人 4,788 人 43%

④与那原ナビの年間アクセス数 延べ196,907 PV 延べ229,300 PV 245,313 PV 107%

 ④ 雇用促進・就業支援 ①求人情報閲覧会の開催 1 回 1
回

以上
0

回

以上
0%

５．

「ひと」と「人」

とが綱がる安心・

安全なエコタウン

６．

伝統を継承し未来

に綱げる産業のま

ち

① 消防・救急

② 防災・減災

 ③ 防犯・交通安全

 ④ 環境保全・循環型社会

 ① 農林水産業の振興

 ② 商工業

 ③ 観光



基本目標 施策分野 目標指標 達成率

第５次与那原町総合計画目標指標一覧

直近値現状値 目標値

①大型MICE 施設周辺のホテル数 0 棟 1 棟 0 棟 0%

②交通渋滞を問題と考える町民の割合

減少
72.1 % 50.0 % 55.5 % 89%

③観光メニューの創出（５年間累計） 0 件 5 件 2 件 40%

④津波避難困難区域の解消 16 ha 0 ha 16 ha 0%

⑤防犯カメラ設置計画策定 未策定 策定 未策定 0%

①就学前まで児童の

未把握児童数
9 人 0 人 0 人 0%

②就学援助制度認知率 未掌握 100 % 100 % 100%

③高校進学率 98.3 % 98.5 % 93.5 % 95%

④ひとり親家庭相談件数 45 件 54 件 61 件 113%

①乳幼児健診受診率 88.2 % 90.0 % 93.4 % 104%

②学童の虫歯処置完了者（12 歳児） 21.7 % 40.0 % 39.4 % 99%

③特定健診受診率 48.3 % 60.0 % 41.3 % 69%

④介護認定率（１号認定者） 22.2 % 20.0 % 18.2 % 91%

⑤予防接種率（MRⅡ期予防接種） 88.6 % 95.0 % 92.7 % 98%

 全庁体制重要施策

１．大型MICE施設

２．子どもの貧困対策

３．生涯健康づくりの推進


